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評評価価方方法法・・評評価価結結果果のの扱扱いいににつついいてて 

（第二部会） 

 

 

１１  評評価価のの対対象象  

令和２年度に終了した事項立て研究課題の終了時評価 

 

２２  評評価価のの目目的的  

「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」に基

づき、外部の専門家による客観性と正当性を確保した研究評価を行い、評価結果を今

後の研究の目的、計画等へ反映することを目的とする。 

  

３３  評評価価のの視視点点  

必要性、効率性、有効性の観点を踏まえ、「研究の実施方法と体制の妥当性」「目標

の達成度」について終了時評価を行う。 

【必要性】科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等 

【効率性】計画・実施体制の妥当性等 

【有効性】目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、 

人材の育成等 

 

評価にあたっては、研究開発課題の目的や内容に応じ、研究課題毎に初期、中期、

後期の段階に振り分け、それぞれの段階に応じて、以下の留意すべき点を踏まえた評

価を行う。 

初期段階：先進的あるいは挑戦的な取組 

中期段階：実用化に向けた取組 

後期段階：普及あるいは発展に向けた取組 

 

４４  進進行行方方法法  

（１）評価対象課題に参画等している委員の確認 

評価対象課題に参画等している委員がいる場合、対象の委員は当該研究課

題の評価には参加できない。（該当なし） 

 

（２）研究課題の説明（１０分） 

 

（３）研究課題についての評価（１５分） 

① 主査及び各委員により研究課題について議論を行う。 

② 審議内容、評価等をもとに、主査が総括を行う。 

 

５５  評評価価結結果果ののととりりままととめめ及及びび公公表表  

評価結果は審議内容、評価用紙等をもとに、後日、主査名で評価結果としてとりま

とめ、議事録とともに公表する。 

なお、議事録における発言者名については個人名を記載せず、「主査」、「委員」、

「事務局」、「国総研」等として表記する。 

 

 

６６  評評価価結結果果のの国国土土技技術術政政策策総総合合研研究究所所研研究究評評価価委委員員会会へへのの報報告告  

本日の評価結果について、今年度開催される国土技術政策総合研究所研究評価委員

会に分科会から報告を行う。 
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緑地等による都市環境改善効果の
定量的評価手法に関する研究

終了時評価

研究代表者

課題発表者

関係研究部

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 都市開発研究室長 石井 儀光

： 都市開発研究室主任研究官 大橋 征幹

： 都市研究部

： 平成３０年度～令和２年度

： 約４９百万円

： 中期段階

資料３－１

１．研究開発の背景・課題

2

• 都市の緑は、良好な都市環境形成に必要不可欠であるが、近年、
都市の緑の総量は、減少し続けており、地球温暖化やヒートアイ
ランドへの対応など都市環境の改善に資する緑の効用が大幅に
失われていくことが危惧されている。

• 都市の緑が大幅に減少している中での緑化施策には、これまで
の総量目標では限界があり、緑の形態や連続性など機能別の効
用を評価し、緑地等の持つ多様な機能を効果的に発揮させるた
めの計画手法が必要となっている。

• 地方の厳しい財政状況から、民活の政策や民有地の緑化が必要
となっており、緑化の必要性をわかりやすく示して、住民等の理解
を深め、意識を高めるとともに、緑化政策の効果を説明できる定
量的な根拠データの提示が求められている。

背景

• 緑の効用（都市環境改善効果）を評価する手法が未確立。

住民等に緑化の必要性をわかりやすく説明するツールがない。

• 緑の定量的な計測技術（立体的な緑量把握手法 等）が未確立。

地方公共団体にとっては、緑の量を把握するための調査コストが

高額。

課題

都市環境改善に寄与する緑が減少 出典）横浜市

１９７０年 ２０００年

（延焼中）

（火災後）

公園の樹木による燃え止まり効果の例
出典）国土交通省都市局
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２．研究開発の目的・目標

3

緑の効果をわかりやすく示して、地方公共団体と住民等との協働による良好な都市環境の形成を図るために

は、緑の定量的な計測・評価手法を開発し、緑地等の多面的な機能を効果的に発揮させ計画的に活用するため
の技術的知見の整備が必要

緑地等の多面的な機能を効果的に発揮させ計画的に活用するための緑の定量的な計測・評価手法を開発する
ことにより、地方公共団体が緑の多面的効果をわかりやすく「見える化」して緑化政策の根拠を示すこと等を
可能とするとともに、民有地等の緑化の普及啓発を促し、もって良好な都市環境の形成に寄与する。

・緑地等の機能を数値化して分析し、その効果を客観的に評価することができるよう、デジタル技術を用いて緑
の定量的な計測技術を高度化する。

・緑化政策の根拠等をわかりやすく示すことできるよう、緑地等の多面的効果の評価技術を開発する。

・開発したツールの有効性を確認し速やかに普及を図るため、ケーススタディによる事例を作成する。

必要性

目的・目標

３．研究開発の概要

4

都市の緑の状況調査において、従来、総量目標の指標として活用されてきた航空写真による緑被率調査を航空
レーザ計測により高度化する手法や、地上からの緑量指標となる緑視率の調査をAI※の画像認識技術を用いて効
率化すると同時にスマートフォンアプリ化して住民協働の調査を可能にする手法といった都市の緑を定量的･効果
的に調査する技術を開発し、これらの手法により計測した緑の量を指標として、緑地等の持つ多面的な機能を都
市の様々な問題解決に活用するための評価手法を開発した。 ※ Artificial Intelligence：人工知能

①緑の定量的な計測技術の高度化

航空レーザ計測による緑の総量把握技術の開発 AIを活用した緑視率調査技術の開発

延焼遅延効果の評価技術の開発 景観向上効果の評価技術の開発

③ケーススタディによる事例の作成

研究開発の概要
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４．研究のスケジュール

5

区分（目標、テーマ、分野等）
実施年度 総研究費

H30 R1 R2 研究費配分

（研究費［百万円］） １７ １６ １６ 総額４９

①

緑の定量的な計測技術の高度化

・航空レーザ計測による緑の総量把握技術の開発

・AIを活用した緑視率調査技術の開発

約２２
［百万円］

②

緑地等の多面的効果の評価技術の開発

・延焼遅延効果の評価技術の開発

・景観向上効果の評価技術の開発

約１７
［百万円］

③ ケーススタディによる事例の作成
約１０

［百万円］

５．研究の実施体制

6

国国総総研研 都都市市研研究究部部

（（研研究究のの実実施施））

学学会会、、大大学学等等

（（研研究究発発表表等等にによよるる情情報報交交換換））

本本省省 都都市市局局

（（研研究究調調整整））

((国国研研))建建築築研研究究所所

研研究究成成果果②②

国国総総研研

緑緑化化生生態態研研究究室室

（（情情報報共共有有、、助助言言等等））

地地方方公公共共団団体体

研研究究成成果果①①③③

実務の課題・ニーズを取り込み、開発した成果を速やかに普及できるように地方公共団体と連携した研究実施体制を
構築した。

既往研究により開発された市街地火災シミュレーション技術をベースとして利用するなど、既存の成果を有効に活用
して効率的に研究を進めた。

効率性

調査協力

研究協力
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６．研究成果：①緑の定量的な計測技術の高度化

7

航空レーザ計測による緑の総量把握技術の開発

DCHM（Digital Canopy Height Model）

（緑色が濃いほど樹高が高い）
空中写真（秋）

DSM
（Digital Surface Model）

DTM
（Digital Terrain Model）

DCHM = DSM – DTM

DCHM：樹冠高モデル
DSM：地表面モデル
DTM：地形モデル

緑の体積

緑被面積

DCHM （Digital Canopy Height Model）

航空レーザ計測による点群データから樹木の形状を3次元的に調査

空中写真では判読できな
かった落葉した樹木も明確
に抽出して樹高を計測する
ことが可能となり、季節を
問わず既存データが利用で
きる

ALB ※（河川や海岸の航空測深レーザ）を市街地の地物から｢緑｣のみを抽出して計測する調査
手法を新たに開発。
樹木の「高さ」を計測し、従来の空中写真による緑被分布に樹高の情報を付加することにより、
樹木現況を立体形状で把握することが可能に。 ※ Airborne LiDAR Bathymetry

波長の異なる2つのレーザの樹木等に対する
反射強度（近赤外線レーザに対して強く、
緑レーザに対して弱い）を利用して、新た
に樹木等の抽出手法を開発

緑レーザ反射強度

近
赤

外
レ

ー
ザ

反
射

強
度

落葉樹の枝

針葉樹

常緑広葉樹

落落葉葉ししたた樹樹木木

2つレーザ波長に対する地物の反射強度

６．研究成果：①緑の定量的な計測技術の高度化

8

実市街地のDCHMデータ
（緑色が樹木）

平面的には同じ緑でも芝生等と高
さのある樹木とでは火炎の遮蔽効
果は異なる

航空レーザ計測による緑の総量把握技術の開発

樹木現況の立体形状データを使うことにより、街路の風通しや火災時の火炎の遮蔽効果を精度
良く反映したより実状に近いシミュレーションをすることが可能に※

※ 従来は樹木の立体形状が把握できなかったため、樹木を仮定し又は存在しないものとして検討していた

航空レーザ計測の代替となる、よりコストを抑えた調査法、それぞれの特性を活かした利用法についても整理

調査エリア内を管理しやすい公園・緑地等での詳細な調査に向いている

UAV（ドローン） 地上レーザMMS（車載レーザ）

道路沿いの詳細な調査を効率的に
行うことが可能

（地上付近からの調査では、航空レーザ計測では把握することが難しい横から見た樹冠下の様子が調査可能。）

都市を広域に調査する
ときに最も効率が良い

航空レーザ

高木による延焼遅延効果街路樹の「風の道」への影響

樹木なし

樹木あり

立面図 平面図

立面図 平面図

赤：風が強い
青：風が弱い

ヒートアイランド対策の「風の道」を
緑化する際には、街路樹の高さや配置
が重要
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６．研究成果：①緑の定量的な計測技術の高度化

9緑視率のリストもデジカメ写真を保存

「 AI緑視率調査プ
ログラム. exe 」の
アイコンをダブルク
リックして実行

① ② ③「AI緑視率調査プログラム」
（パソコン版）の使い方

AIの画像認識によって、写真
に写っている緑を瞬時に抽出
することが可能

従来は、人が画像編集ソフト
を使って塗り分けていた1枚
あたり数時間かかる作業が自
動化され、大幅なコスト削減
を実現

写真を指定のフォルダに入れ
て、実行するだけで緑視率が
簡単に計測

地方公共団体を中心に、広く
公開・配布中

AI
（画像認識）

AIの計測結果（緑視率52.95%）

人の視界に占める緑の割合（緑視率）を、写真から瞬時に算出する「AI緑視率調査プログラ
ム」を開発。調査のコスト削減に寄与。

・自動運転等で利用される
AIモデルを改良

・地方公共団体の調査デー
タで緑の特徴を学習

・新宿区、江東区、武蔵野
市の協力を得て開発

調査写真

＆＆

AIを活用した緑視率調査技術の開発

緑の抽出画像が
作成される

６．研究成果：①緑の定量的な計測技術の高度化

10

従来は、写真の加工（緑部分の塗り
つぶし）に手間がかかっていたため、
調査写真の枚数を増やすことができ
なかったが、AI緑視率調査プログラ
ムを利用することで調査範囲を、点
から線、面へ拡大することが可能に
なった

MMS（Mobile Mapping System）車両搭載型測量システムの車載360度カメラ画像を用いた分析の例

AIを活用した緑視率調査技術の開発

車載360度カメラ画像との組み合わせて、より効率的に緑視率の調査範囲を、点から面に拡大
することが可能に

調査範囲のイメージ
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11

AI緑視率調査プログラムを組み込んだスマートフォンアプリの試作品（公開準備中）

スマートフォンをかざすとリアルタイムで緑視率を表示

AIを活用した緑視率調査技術の開発

スマートフォンで誰でも簡単に周りの緑の量が計測可能に。
これにより、住民協働の調査、緑化意識の醸成が期待。

６．研究成果：②緑地等の多面的効果の評価技術の開発

12

経過時間と平均出火棟数冬季と夏季の樹木緑被率の違い

延焼遅延効果の評価技術の開発

樹木緑被率４％（冬季に相当）

航空レーザ計測から作成した樹木現況の立体形状データ（ DCHM ）を用いた延焼遅延効果のケーススタディ

市街地火災シミュレーション※に立体的な樹木の緑を反映する手法を開発。
都市の緑が延焼遅延効果にどの程度効果があるかを定量的に示すことが可能に。

1割減

シミュレーション
の条件設定

・計算領域の大きさ 東西 3.0km 、南北 3.25 km
・計算対象樹木 高さ1m以上かつ水平面積1㎡以上の樹木
・出火点の設定 250mメッシュ分割の中心近傍の木造建物156棟
・風の設定 ８風向×３風速 （0, 5, 10 [m/s ]）の 17 パターン

緑が全くない場合と2種類の緑の状況設定で、出火点や風の設定を
変えた２６５２通りの計算を行い、出火棟数や焼損延べ床面積等の
平均を求めた。

樹木緑被率４％では、樹木な
しの場合とほとんど差が見ら
れなかったが、７％になると6
時間後の平均出火棟数が1
割程度低下

樹木緑被率７％（夏季に相当）

樹木緑被率 ４％

樹木緑被率 ７％

樹木なし

樹木緑被率：芝生等を含まない高さのある樹木（高さ
１ｍ以上等）のみの緑被率 常緑樹(濃い緑)

落葉樹(薄い緑)

※ 建築研究所･国総研で
共同開発済み
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[6]緑が少ない⇔緑が多い

100人の平均点

緑
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率
（

％
）
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[1]安らぎのない⇔安らぎのある

100人の平均点

緑
視

率
（

％
）

0

10

20

30

40

50

-3.0 -2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0 3.0

[14]歩きたくない⇔歩きたい

100人の平均点
緑

視
率

（
％

）

回答の集計では、
・とてもあてはまる （３点）
・あてはまる （２点）
・ややあてはまる （１点）
・どちらともいえない（０点）

｢安らぎのある｣等の形容詞を(＋)、
｢安らぎのない｣等の形容詞を(－)
として平均点を算出。

10代〜60代の男⼥100
名を対象に緑視率の異
なる13枚の市街地画像
を3⾯スクリーンに提
⽰して15種類の形容詞
対に7段階評価での回
答を得て集計。

回答用紙3面スクリーンによる市街地画像の提示

景観向上効果の評価技術の開発

緑視率の増加に伴う心理的景観向上効果の評価技術（評価尺度）を開発。
「安らぎがある」「歩きたい」等と感じるのは「緑視率２５％以上」※であることを検証。

※ ｢緑視率２５％以上で『緑が多い』と感じる。｣ (国土交通省記者発表｢都市の緑量と心理的効果の相関関係の社会実験調査について｣(H17年8月)より抜粋)

６．研究成果：③ケーススタディによる事例の作成

14

熊本市 緑の基本計画 2021年（令和3年）3⽉改定版（抜粋）

熊本市の「緑の基本計画」は、「AI緑視率調査プログラム」による緑視率調査の結果を反映し
て策定。今後継続して調査へ協力、住民協働調査も検討中。

その他のケーススタディとして、実市街地を対象とした市街地火災シミュレーションで立体
的な樹木状況の違いによる延焼遅延効果の比較事例を作成。
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７．成果の普及等

15

○ 実施済みの取組み
・ 記者発表「都市の緑視率をAI で瞬時に計測～AI を利用した緑視率調査プログラムの開発・公開について～」（令和３

年５月２５日）

・ AI緑視率調査プログラム（パソコン版）の配布 （地方公共団体、コンサルタント、大学等の３９機関。 引き続き実施予定）

・ AI緑視率調査プログラム（スマートフォンアプリ版)(試験運用)の配布 (地方公共団体 １団体。 引き続き実施予定)

・ AIを活用した緑視率調査技術や景観向上効果の評価技術の実装として、「緑の基本計画」や地区計画の策定検討
等を行う地方公共団体に対して個別に技術支援 （３団体。引き続き実施予定）

○ 今後の取組み
・ 地方公共団体やコンサルタント、大学の研究者等が業務の実施や研究開発の参考として活用できるよう本研究成果

を技術資料（国総研資料）として公表予定。

・ AIを活用した緑視率調査技術や景観向上効果の評価技術は、導入した地方公共団体からの意見を反映して改良を
実施するとともに、導入事例から得られた知見とともにガイドライン案としてとりまとめる予定。

・ 航空レーザ計測による緑の総量把握技術や延焼遅延効果の評価技術は、事項立て研究「都市関連データのオープ
ン化と利活用の推進に関する研究」（R3～５年度）において、国土交通省が整備を進めている３D都市モデル
PLATEAUを用いて樹木の影響を考慮した市街地火災シミュレーションを可能にするための技術開発に展開。

○ 発表論文等
・ 大橋（2019）、「セマンティックセグメンテーションによる画像認識を用いた緑視率調査法に関する検討」

(日本建築学会2019年度大会(北陸)学術講演梗概集)

・ 大橋（2020） 、「AI を利用した緑視率調査のためのスマートフォン用学習済みモデルの作成に関する検討」
(日本建築学会2020年度大会(関東)学術講演梗概集)

・ 大橋（2021） 、「都市の緑視率と心理的効果に関する被験者実験」
(日本建築学会2021年度大会(東海)学術講演梗概集)

・ 大橋（2021） 、「AI緑視率調査プログラムの開発・公開について」 (日本公園緑地協会「公園緑地」第82巻2号)

実績は、令和3年9月15日時点

８．事前評価時の指摘事項と対応

16

事事前前評評価価時時のの指指摘摘事事項項 対対応応

緑の効果について、従来指摘されてきた
機能をより詳細に質的側面も含めて評
価されるよう進めること。

緑地等の多面的な機能（環境、防災、景観など）について、少ない緑
であっても、緑のまとまりやつながりによって発揮される効果も評価
できるように検討を進めました。

各々の地域が自らの緑化環境を理解・
評価することに本評価手法を利用できる
ことを期待する。

住民と地方公共団体による協働調査を可能とする｢AI緑視率調査プ

ログラム｣を開発しました。さらに、個々の住民の方々が容易に周り
の緑を計測できるよう本プログラムのスマホアプリ版の公開に向け
て作業を進めているところです。

都市空間の再構築にあたり、空き家を緑
地化することで地域環境の質を高められ
る可能性もあるため、そのような観点か
らの検討にも本評価手法を活用できるこ
とを期待する。

ＡＩ緑視率調査技術などの緑の計測手法、その景観向上効果の評価
手法等は、地域環境の質を高める空き地や空き家の緑化など地方
公共団体の施策検討の際に活用されることを念頭に置いて、開発を
進めて参りました。引き続き、緑の基本計画策定等において当該評
価手法の活用がなされるよう普及に努めて参ります。

評価の結果が、高木と低木の組み合わ
せ方など、効果的な植樹配置の提案に
つながると有意義であるため、その点も
含めて検討されたい。

高木植栽による遮炎効果･市街地における延焼遅延効果の分析を
可能にする立体的な緑の計測手法や、高木とその樹冠下の低木等
の緑を効率的に計測し視覚的効果を評価する手法等は、高木･低木
の効果的な植樹配置の検討の際にも活用されることを念頭に置い
て、開発を進めて参りました。引き続き、当該評価手法が植樹配置
の検討にも活用できることの周知等に努めて参ります。
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９．まとめ

17

都市の緑の現況を立体的に計測して、緑地等による都市環境改善効果をシミュレーション等で定量的に評価すること
を可能にした。

開発した「AI緑視率調査プログラム」により地方公共団体の調査コスト削減が図られ、緑視率を取り入れた｢緑の基本
計画｣の策定など定量的な目標設定による緑化施策の普及が期待できる。

有効性

＜＜目目標標のの達達成成度度＞＞ ◎◎：：目目標標をを達達成成すするるここととにに加加ええ、、目目標標以以外外のの成成果果もも出出すすここととががででききたた。。 ○○：：目目標標をを達達成成ででききたた。。
△△：：ああままりり目目標標をを達達成成ででききななかかっったた。。 ××：：ほほととんんどど目目標標をを達達成成ででききななかかっったた。。

研究開発の
目的

研究開発の目標 研究成果 研究成果の活用方法
（施策への反映・効果等）

目標の
達成度

備考

緑の定量的
な計測・評
価手法の開
発により、
良好な都市
環境の形成
に寄与する

① 緑の定量的な計測
技術（緑被率、緑
視率）の高度化

・航空レーザ計測等の点群データを用い
て緑被分布に高さ情報を付加すること等
による立体的な緑の調査手法を開発し
た。

・緑視率調査のコストを削減する「AI緑視
率調査プログラム」を開発した。

・ 立体的な緑の調査法は、国土交通省が整備
を進めている３D都市モデルPLATEAUの樹木
データ作成に活用

・ AI緑視率調査プログラム（パソコン版、スマー
トフォンアプリ版(試験運用)）の配布

・ AIを活用した緑視率調査技術や景観向上効
果の評価技術の実装として、「緑の基本計画」
や地区計画の策定検討等を行う地方公共団
体に対して個別に技術支援

○

② 緑地等の多面的
効果（延焼遅延効
果、景観向上効
果）の評価技術の
開発

・市街地火災における緑の延焼遅延効果
をシミュレーションで評価する手法を開
発した。

・緑視率の増加に伴う心理的景観向上効
果の評価技術（評価尺度）を開発した。

・３D都市モデルPLATEAUを用いて樹木の影響
を考慮した市街地火災シミュレーションを可能
にするための技術開発に展開

・AIを活用した緑視率調査技術や景観向上効
果の評価技術は、導入した地方公共団体か
らの意見を反映して改良を実施するとともに、
導入事例から得られた知見とともにガイドライ
ン案としてとりまとめ

〇

③ ケーススタディによ
る事例の作成

・地方公共団体を技術支援し、延焼遅延
効果及び景観向上効果に関する活用事
例を作成した。

・本研究で開発したツールや知見を、地方公共
団体やコンサルタント、大学の研究者等が業
務の実施や研究開発の参考として活用できる
よう技術資料（国総研資料）として公表

○
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ライフステージに即したバリアフリー効果の
見える化手法の確立

終了時評価

研究代表者

課題発表者

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 住宅研究部長 高橋 暁

： 住宅生産研究室長 脇山 善夫

： 平成３０年度～令和２年度

： 約３８百万円

： 中期段階

資料３－２

2

１．研究開発の背景・課題

住宅・建築におけるバリアフリー化は、超高齢化の中
で喫緊の課題。超高齢社会に向かう日本において、
平均寿命ほどには健康寿命は延びていない。
身体活動量が多い者は、虚血性心疾患、高血圧等の
罹患率や死亡率が低いこと、また、特に高齢者におい
ては、日常生活における身体活動が、寝たきりや死亡
を減少させる効果のあることが示されている（厚労省
「健康日本21」サイトより）。

背景・現状

住宅・建築分野において、新築におけるバリアフリー
化率は増加の傾向である。しかし、既存建物のバリア
フリー化は個別の要求に適用する改修技術という位置
付けにとどまっており、活動のしやすさや健康を維持
増進させるという総合的なバリアフリーの観点からみ
た評価に基づく改修技術にまでは至っていない。
また、将来を見通せる総合的なバリアフリーの情報
（活動のしやすさと負担の軽減、介護負担の軽減、改
修コスト、介護コスト等）が整っておらず、場当たり的な
改修や事業計画となっている。

問題点

1)U.S. Department of Health and Human Services:
Physical Activity and Health. A Report of the Surgeon
General, International Medical Publishing, 1996
2)厚生省保健医療局健康増進栄養課： 健康づくりのため
の年齢・対象別身体活動指針，1997
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２．研究開発の目的・目標

3

「住生活基本計画」（H28年3月）では「住宅のバリ
アフリー化、高齢者の身体機能の状況を考慮した
部屋の配置等」の中で、身体機能に応じた高齢者
向け住まいを求めている。調査の中でも、自宅を
改修し最期を迎えたい希望が多く、ライフステージ
に応じて身体機能を維持できる改修が望まれる。
また、バリアフリーの仕様と身体機能の関係につ
いては、実験等を通じて、定量的な把握に繋げる
ことが必要と考えられる。

必要性

研究開発により、ライフステージに即したバリアフ
リー効果の見える化手法の確立、並びに、建築関
連法令に向けた評価基準に資する事を目的とする。
本研究のアウトプットとしては、
①バリアフリー環境評価ツール及びチェックリスト
②見守り技術等、AI、IoT技術に向けた要素技術
等が挙げられる。

目的・目標

介助等が必要になった場合「改修
の上、自宅に留まりたい」人が増
加している。

最期を迎えたい場所
（自宅が多い）

4

身体活動量の検討

④施策に向けた検討・提案
（評価ツールの活用マニュアル

の作成）

マニュアル作成に向けた検討

３．研究開発の概要

ツールの検討・開発 ツールの最適化・実用化

①評価方法の検討、評価項目の抽出
②評価項目の数値化

③評価ツールの検討・開発、
最適化・実用化

※研究の実施にあたっては、
テーマの内容に従い外部委員
会（「ライフステージに即したバ
リアフリー効果の見える化手法
検討委員会」）を設置して検討・
審議した。
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トイレ

⼥７０歳以上⼥６０代⼥５０代
平⽇ 平⽇ 平⽇

睡眠 睡眠 睡眠

マスメディア接触

⾷事⽀度
マスメディア接触

⾷事⽀度
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洗濯

⾷事

⾷事⽀度

マスメディア接触

⼊浴

会話・交際

趣味・娯楽・教養

休息

洗濯

マスメディア接触

⾷事⽀度
掃除

⾷事

⾷事⽀度

外出

⾷事⽀度

外出 外出

マスメディア接触

外出

⾷事 ⾷事

外出

⾷事⽀度

⾷事

⾷事⽀度

⾷事
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⾷事⽀度

⾷事⽀度

生活行動モデルの検討
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本研究で目標とした成果は、その活用をもって民間の技術開発や最適設計を促す
ことに繋がる。関連学会の専門研究者や住宅建設・高齢者福祉の現場に関わる
専門職との連携・情報共有により研究開発項目の作り込み、データの取得等を行
い、評価ツール等のシステム開発を外注することで、研究開発を効率的に進める
ことができた。

5

効率性

４．研究のスケジュール

区分（目標、テーマ、分野等）
実施年度 研究費総額

Ｈ３０ R１ R２ 研究費配分

（研究費［百万円］） １４ １３ １１ 総額３８

① 評価方法の検討、評価項目の抽出
約６

［百万円］

②
評価項目の数値化 及び 見守りへの活用に向け
たIoT技術の検討

約７
［百万円］

③ 評価ツールの検討・開発、最適化・実用化
約１７

［百万円］

④
施策に向けた検討・提案
（評価ツールの活用マニュアルの作成）

約８
［百万円］

6

５．研究の実施体制

■ライフステージに即したバリアフリー効果の
見える化手法検討委員会

〇システム検討WG

〇課題検討WG

〇データ取得WG

◇評価法アルゴリズム検討WG

◇評価プログラム検討WG

国総研 住宅研究部
（研究の総括）

本省 住宅局

・建築研究所
・大学

・ハウスメーカー
・設計事務所
・建築設備メーカー
・高齢者福祉関係者

・日本建築学会

・日本福祉のまちづく
り学会

意見
伺い

アドバ
イス

方針の確認
成果の活用

委員参加

自治体等

居住者等

成
果
の
公
開
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7

６．研究成果：評価ツールの検討・開発、最適化・実用化（区分③）

開発した「バリアフリー環境評価ツール」

・住環境を身体活動量等によって評価する「バリアフリー環境評価ツール」を開発した。

・ツールによる評価において基本となる指標として、「総活動量」を定義・設定した。

「総活動量」＝「総行為活動量」＋「総移動活動量」

「総行為活動量」：生活行為による活動量の総和

「総移動活動量」：部屋間を移動する際の活動量の総和

※「活動量」は、「活動強度（METｓ）×時間」とする。

METsは運動強度の単位であり、安静時を１として設定されている。

・住環境について、「総活動量」および「バリアフリーチェックリスト」により評価する。

※主婦を想定した評価結果のビジュアル表示例

8

６．研究成果：評価ツールの検討・開発、最適化・実用化（区分③）

間取りの設定（選択）

部屋間の動線設定評価対象居住者（属性、活動スケ
ジュール）の設定

バリアフリーチェック

■「バリアフリー環境評価
ツール」 による評価フロー
の概要

バリアフリー指標
としての活動量
の計算・提示
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9

６．研究成果：評価ツールの検討・開発、最適化・実用化（区分③）

・同一の間取りに対して、異なる評価対象者毎にビジュアル及び詳細に評価を表示できる。

・生活行為の活動強度等のデータについては、実装されているもの以外に、実験等により
取得されたデータを外挿できるようにしている。

■「バリアフリー環境評価ツール」の活用例

▲前頁と同じ間取りでの評価例（男性・会社員）

▲２階建ての間取りでの評価例（女性・主婦）

■ライフスタイルの変化に伴う改修へのバリアフリー環境評価ツールの活用イメージ

６．研究成果：評価方法の検討、評価項目の抽出（区分③）

「健康づくりのための身体活動基準2013」（厚労省）

65歳以上の身体活動（生活活動・運動）の基準として、

以下が示されている。

・強度を問わず、身体活動を10METs・時/週、行う。

・身体活動を毎日40分行う（横になったままや座った

ままにならなければ、どんな動きでもよい）。

※改修事例は
国土交通省サイトより

夫婦世帯（ともに50代後半）

男７０歳以上
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⼥７０歳以上
平⽇
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⾷事⽀度
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睡眠

洗顔・化粧・散髪

⾷事

⾷事⽀度
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⼊浴

会話・交際

趣味・娯楽・教養

休息

洗濯

マスメディア接触
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マスメディア接触

外出

⾷事⽀度

⾷事

⾷事⽀度

休息

洗顔・化粧・散髪
着替え

洗濯

掃除

マスメディア接触

⾷事
⾷事⽀度

⾷事⽀度

以下の改善による改修を検討
（20年後のライフスタイルを見据えて）

□トイレの改善
・床段差・手摺設置
・介護を行う者の空間を確保

□浴室の改善
・出入口段差の解消
・浴槽またぎ高さの低減
・手摺の設置
・出入口の幅の確保

□居室等の改善
・キッチンと個室の見通し確保
・洋室化によるベッド・車椅子対応
・床段差の解消
・通行幅の確保

10

70代男女の生活行動モデル

▲

総活動量 ◎METs・時/日
※活動量の詳細な表示も可能

バリアフリーチェック
○身

体
活
動
の
基
準
に

照
ら
し
て
評
価

バリアフリー
環境評価ツール

トイレの改善

浴室の改善

居室等の改善
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■評価方法の検討、評価項目の抽出

６．研究成果：評価方法の検討、評価項目の抽出（区分①）

１１．．ババリリアアフフリリーー環環境境評評価価ツツーールルののああるるべべきき姿姿
・一般への公開を目指すことが望ましい。
・高齢者等のみならず、一般の居住者も対象とする。
・現在のライフスタイルにおける住宅間取の評価を可能とする。
・ライフスタイルの変化に伴う住宅間取の評価点の変化が、リフォームの時期や方法を検
討する材料となる。

・将来は修繕費などと関連付け、住宅用バリアフリー指向長期修繕計画の立案に使える
ようにする。

２２．．ババリリアアフフリリーー環環境境評評価価ツツーールルにに具具備備すすべべきき機機能能
１）装備すべき機能
・間取りデータ関連（間取りデータの属性入力、配置、変更、保存・呼出）
・表示一般（全体表示・縮小表示、拡大・縮小、部屋属性表示、活動量表示、階の切替）
・居住者データ関連（居住者属性の選択、居住者固有データの入力、保存・呼出）
・評価実行関連（評価関数の実行、評価値の表示）
・結果表示関連（身体活動量、間取ネットワーク図）
２）検討すべき要件
・非機能的要件
・その他の要件（Ｗｅｂでの実行・閲覧、入力者属性、データベース化、METs値との関連付
け、ライフステージによる提案出力、部屋の識別の統一）

12生活行動調査のWebアンケート結果の例

■「生活行動モデル」の作成

６．研究成果：評価項目の数値化（区分②）

平日 データ数 最小値 1/4値 中央値 3/4値 最大値 標準偏差

睡眠 480 0.50 6.00 7.00 8.00 18.00 1.528
食事 478 0.20 1.00 1.25 2.00 15.00 1.301
入浴 425 0.02 0.33 0.42 0.50 1.67 0.234
洗面化粧 459 0.02 0.17 0.25 0.33 1.25 0.190
着替え 421 0.02 0.08 0.17 0.25 0.83 0.126
食事支度 297 0.02 0.25 0.50 1.00 3.50 0.671
洗濯物干し 158 0.02 0.17 0.33 0.50 2.00 0.327
洗濯片付け 106 0.02 0.17 0.17 0.33 1.00 0.148
布団干し 28 0.05 0.08 0.17 0.33 4.00 0.793
掃除 138 0.02 0.17 0.33 0.50 1.65 0.320
育児 27 0.50 1.00 3.00 10.50 24.00 6.703
介護 6 1.00 1.25 2.00 2.38 6.00 1.855
メディア視聴 348 0.20 2.00 3.00 4.63 24.00 2.709
メディア接触 183 0.25 1.00 1.50 3.00 20.00 2.388
オンライン 107 0.02 0.17 0.50 1.00 6.00 1.077
学習仕事 146 0.02 0.50 1.33 3.00 6.00 2.053
座位くつろぎ 230 0.02 0.50 1.00 1.46 6.00 1.191
床くつろぎ 133 0.02 0.50 0.83 1.50 6.00 1.180
横臥くつろぐ 149 0.03 0.50 0.50 1.00 6.00 1.101
弱エクササイズ 106 0.02 0.17 0.25 0.50 1.67 0.295
強エクササイズ 12 0.17 0.25 0.50 0.75 2.00 0.574
ペット 52 0.05 0.25 0.50 1.00 2.00 0.539
その他 18 1.00 1.00 2.00 3.00 6.00 1.728
合計 27.50
トイレ回数 478 1 4 5 7 30 2.720
階段回数 254 2 6 10 12 80 10.553

トイレ

トイレ

トイレ

トイレ

トイレ

⼥４０代

睡眠

平⽇

睡眠

マスメディア接触
⾷事⽀度

マスメディア接触

洗顔・化粧・散髪
着替え
洗濯

⾷事
⾷事⽀度

⾷事

趣味・娯楽・教養

会話・交際

家庭雑事

休息

掃除

外出

洗濯
洗顔・化粧・散髪

⾷事⽀度

マスメディア接触

⼦どもの世話

休息

味・娯楽・教養のネッ

⾷事

⾷事⽀度

⼊浴

マスメディア接触

トイレ

トイレ

トイレ

トイレ

トイレ

トイレ

トイレ

トイレ

⼥７０歳以上
平⽇

睡眠

マスメディア接触

⾷事⽀度

マスメディア接触

睡眠

洗顔・化粧・散髪

⾷事

⾷事⽀度

マスメディア接触

⼊浴

会話・交際

趣味・娯楽・教養

休息

洗濯

マスメディア接触

外出

マスメディア接触

外出

⾷事⽀度

⾷事

⾷事⽀度

休息

洗顔・化粧・散髪
着替え

洗濯

掃除

マスメディア接触

⾷事
⾷事⽀度

⾷事⽀度

曜⽇
層
0:00
0:15
0:30
0:45
1:00
1:15
1:30
1:45
2:00
2:15
2:30
2:45
3:00
3:15
3:30
3:45
4:00
4:15
4:30
4:45
5:00
5:15
5:30
5:45
6:00
6:15
6:30
6:45
7:00
7:15
7:30
7:45
8:00
8:15
8:30
8:45
9:00
9:15
9:30
9:45
10:00
10:15
10:30
10:45
11:00
11:15
11:30
11:45
12:00
12:15
12:30
12:45
13:00
13:15
13:30
13:45
14:00
14:15
14:30
14:45
15:00
15:15
15:30
15:45
16:00
16:15
16:30
16:45
17:00
17:15
17:30
17:45
18:00
18:15
18:30
18:45
19:00
19:15
19:30
19:45
20:00
20:15
20:30
20:45
21:00
21:15
21:30
21:45
22:00
22:15
22:30
22:45
23:00
23:15
23:30
23:45

・開発する評価ツールで活用するために、標準的な1日の生活
の流れを示す「生活行動モデル」を、各年代（10～60代の各年
代と70歳以上の各区分）、性別、平日・休日の別について作成。
※右図は、平日についての、40代女性（左）、70代女性（右）

・生活行動調査についてWeｂアンケート（回答者は15～89歳に
ついて各年代を均等に500人）を実施。
・日常生活行動調査（後述）と「NHK国民生活時間調査（2015年
版）を踏まえて、生活行動モデルを作成。
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和式⽣活を想定して
１．床座
 正座
 あぐら
２．ドアの開閉
 引き⼾
 開き⼾
３．布団の上げ下ろし
４．⼊浴
 洗体
 浴槽への出⼊り
５．コンセントの着脱（⽴位・座位）
６．電気のスイッチのオン・オフ（⽴位・座位）
介護・介助を想定して
７．寝返りの介助（中等度の介助 ベッド・床に布団）
８．起き上がり介助（中等度・全介助、ベッド・床に布団）
９．⽴ち上がり介助（中等度・全介助、いす・床）
10．歩⾏の介助（中等度の介助）
11．移乗の介助（中等度・全介助）トイレ・⾞いす・ベッド
12．⾞いすの介助（⾞いすを押す・ブレーキをする）
 有効幅員が⼗分な場合の直進・曲がり
 有効幅員が狭い場合の直進・曲がり
13．⾞いすに乗った⼈の姿勢を正す介助
14．⼊浴介助（中等度の介助）
15．着替えの介助
16．⾷事の介助（⽫にある⾷べ物を対象者の⼝に運ぶ）
17．整容の介助
18．清拭の介助
19．⾞いすの⾃⾛
 有効幅員が⼗分な場合の曲がり
 有効幅員が狭い場合の曲がり 
20．階段歩⾏の介助（中等度）
その他・現代⽣活を想定して
21. PC操作（椅⼦に座って机に向かって）
22．スマートフォン操作（椅⼦に座って）
23．電話をする。（⽴って・座って）
24．ファクシミリを操作する。
25．会話（対話）する。（⽴って・座って）
26．隣の部屋、別の階の⼈を⼤声で呼ぶ
27．読書、新聞を読むなど 13

６．研究成果：評価項目の数値化（区分②）

車椅子で廊下を曲がる 車椅子で段差を乗り越える

■「身体活動量」の実験による検討

・活動強度を示すMETs表に記載のない行為（右表）
を踏まえて、対象とする各行為の要素にバリエー
ションを与えて、計44のMETs値データを取得した。
・活動量計と呼気代謝計でデータを取得することに
より、行為毎に望ましい取得方法を検討できた。
・同じ階高であれば、より緩勾配の階段の方が活動
量が多くなる結果が見られた。

METs表に記載のない行為（赤下線が実験対象）

取得したMETs値の例

行為者 段差 程度

健常者 0cm ゆっくり 2.63 2.60 　2.0

健常者 0cm 速歩 3.19 3.23 　～4.3

健常者 5cm － 2.79 3.13 － 畳⇔板の間

健常者 10cm － 2.85 3.24 － トイレ・風呂⇔廊下

健常者 20cm － 2.90 3.67 － 玄関⇔廊下

行為種別

バリアフリー

活動量
(METs)

呼気代謝
(METs)

METs
表の値

住居内の
想定場所

隣室：電波が弱い iBeacon

今いる部屋：電波が強い iBeacon

・腰にiBeaconの電
波を受ける携帯電
話と簡易活動量計
を装着。

・iBeaconの電波
強度により、場所
を特定。
・簡易活動量計の
データとひも付け、
居室ごとの活動量
を計測。

14

６．研究成果：評価項目の数値化（区分②）

居住者の行動計測結果の集計例モニタリング調査方法の概要図

■「身体活動量」の検討

・住宅内での日常生活行動と身体活動状況について、居住者の属性（性別、子育て、高齢、
要介護等） の多様性を考慮しながら、11家族20人を対象にモニタリング調査を実施。

・日常生活行動調査は、バリアフリー環境評価ツールの標準的な行動モデルの作成に活用。

・身体活動状況の調査では、活動状況（加速度）を簡易活動量計で計測し、対象者の位置を、
各部屋に設置したBeaconが発する電波の携帯電話での受信感度の強弱から把握した（作
成したプログラムは、IoT技術を活用した見守り技術への応用を想定できる。）。

・活動状況の計測より、評価ツールにMETｓ表の値を利用することは妥当との結果を得た。
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６．研究成果：評価ツールの活用マニュアルの作成（区分④）

1. はじめに
1.1 バリアフリー環境評価ツール開発の背景
1.2 バリアフリー環境評価ツールの概念整理

2. バリアフリー環境評価ツール利用マニュアル
2.1 運用環境
2.2 評価ツールの概要
2.3 評価ツールの基本操作方法

2.3.1 基本設定
2.3.2 間取りの設定
2.3.3 住宅基本情報の設定
2.3.4 部屋・移動空間・出入口等の入力・編集
2.3.5 活動動線の設定
2.3.6 活動スケジュールの設定
2.3.7 バリアフリーチェック
2.3.8 環境評価結果

2.4 評価ツールの拡張
2.4.1 身体活動量
2.4.2 活動スケジュール

「バリアフリー環境評価ツールの活用マニュアル」 目次（案）

3. バリアフリー環境評価ツールの活用方法
3.1 新築時の利用
3.1.1 新築時の間取りの評価
3.1.2 ライフステージに伴う間取り変更時の評

価
3.2 改修時の利用

4. おわりに

附録
A. バリアフリー環境評価ツール開発概要
B. バリアフリー環境評価ツールに実装するデータ

の取得
C. 関連研究及び論文

16

・「バリアフリー環境評価ツール」の開発は、評価対象者、評価項
目、等の抽出整理から、評価のアルゴリズムの定義、各データを
用いたプログラム開発まで実施し、当初の目標を達成した。

・今後は、本評価ツールに必要なデータの蓄積や機能の発展充
実を図り、「バリアフリー環境評価プログラム」の構築に繋げるた
めの、具体的な評価基準の整備に繋げることが想定される。

・居住者データの取得について精度をより高くするために、「負担
感」を評価するために主観的な疲労度（きつさ）を測定するBorg
（ボルグ）スケールの併用などによる拡充が想定される。

・社会実装にあたっては、バリアフリー改修に関わる「ケアマネー
ジャー」、「住宅改修業者」、「自治体窓口」への認知が必要であ
り、特に、中小企業、個人事業主の工務店・施工者等が想定さ
れる。

７．成果の普及等（今後の課題）
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８．事前評価時の指摘事項と対応

事前評価時の指摘事項 対応

モニタリングする住宅について、住人の数や主要家
具の配置といった住まい方も含めて調査、評価する
方法に留意されたい。

住宅は、戸建、集合、２世帯等、多様な対象を選択し、住
人についても年齢なども考慮した。また今回作成した評
価ツールは、家具等の配置と身体活動量の関係も反映
できるようにした。

高齢者は個人差が大きいため個人差の観点も検討
し、多様化した高齢者の生活シーンごとに対してきめ
細やかに対応可能な評価手法の開発を期待する。

研究の初年度において高齢者の多様性についても検討
し、実際の住居におけるモニタリング調査の対象者の選
定に反映させた。

バリアフリー効果は必ずしもハード面のみによるもの
だけではないため、熱的環境等の他の要因を含めた
概念整理をふまえた上で本研究を実施されたい。

バリアフリー環境評価の評価軸として、ハード面から把握
する運動強度（METs）の他に、活動の促進・抑制に繋が
る「心理的バリア」も重要なことを認識し、評価ツールの
開発は運動強度を中心に進める一方で、心理的バリアと
しての「負担感」を合わせた評価について検討した。

実証実験等における簡易活動量計の有効活用に期
待する。

実際の住宅内でのモニタリング調査では、簡易活動量計
とBeaconを組み合わせ、部屋と活動量を紐付けて記録し
た。また、そのアプリも開発した。

評価結果が、改修時期のみきわめや今後どこを改修
すればよいのかの判断材料となっていくよう研究を進
められたい。

年齢、性別等を反映した「生活行動モデル」を作成し、将
来の住宅内での行動を予測することで、改修時期の見極
めが可能となるようにした。

本研究の成果が、将来的に戸外を含めたバリアフ
リー効果の評価にも発展することを期待する。

身体活動量と負担感の関係をBorg（ボルグ）スケールで
関連付ける今回の評価手法は、将来的に戸外のバリア
フリー効果の評価が可能である。

18

総合的なバリアフリーの評価手法として、間取りを「総活動量」（＝「総行為活動量」＋「総移動活動
量」）を指標として評価する評価ツールを新たに開発するとともに、評価に際して必要となる身体の活
動強度データを実測により新たに取得して評価ツールに実装した。評価ツールを改修時の設計案の
作成過程に適用することで改修によるバリアフリー効果を案相互で評価することができ、効果的かつ
合理的なバリアフリー改修に繋げることが可能となる。

有効性

９．まとめ

研究開発の
目的

研究開発の目標 研究成果
研究成果の活用方法
（施策への反映・効果等）

目標の
達成度

ライフステージ
に即したバリア
フリー効果の見
える化手法の
確立、並びに、
建築関連法令
に向けた評価
基準に資する

①バリアフリー環境
評価ツール及び
チェックリスト

①-１ バリアフリー環境評価ツールの作成
住宅間取りのバリアフリー度の評価方法及びバ
リアフリーチェックリストについて検討し、評価
ツールとして作成した

①-２ 生活行為における身体活動量の取得
既往でMETs値が設定されていない生活行為に
ついて実験による取得方法を検討するとともに実
測値を取得し、評価ツールに実装した。

①-３ 生活行動モデルの作成
評価ツールに外挿するために、年代・性別区分
による一日の生活モデルを作成した。

・「バリアフリー環境評
価ツールの活用マ
ニュアル」を公開予
定。

・身体活動量の実測
はバリアフリー関連
基準の水準を検討
する上で活用するこ
とに繋げられる。

○

②見守り技術等、AI、
IoT技術に向けた要
素技術

② 所在及び活動記録のためのシステムの作成
居住者の住宅内位置情報（Beaconとスマートフォ
ンで取得）と活動計記録を連携して居住者の屋
内活動を把握するシステムを作成した。

・「バリアフリー環境評
価ツールの活用マ
ニュアル」の中で公
開予定。

○

＜＜目目標標のの達達成成度度＞＞ ◎◎：：目目標標をを達達成成すするるここととにに加加ええ、、目目標標以以外外のの成成果果もも出出すすここととががででききたた。。 ○○：：目目標標をを達達成成ででききたた。。
△△：：ああままりり目目標標をを達達成成ででききななかかっったた。。 ××：：ほほととんんどど目目標標をを達達成成ででききななかかっったた。。
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■日本インテリア学会大会梗概発表
「バリアフリー効果の見える化手法に関する研究」 （その１～その８）

その１ ライフステージに即したバリアフリー環境評価法の考え方 2019.10
その２ 評価法確立に向けたモニタリング調査の方法 2019.10
その３ 評価法確立に向けたモニタリング調査の結果 2019.10
その４ 評価法確立に向けた階段歩行実験 2019.10
その５ 評価法確立に向けた廊下および段差歩行実験 2019.10
その６ 評価ツールで用いる生活行動モデルの作成 2021.10
その７ 評価ツールで用いる身体活動量と負担感の関係 2021.10
その８ 居住者の生活行動に対するWEBアンケート調査結果から捉えた身体活動量

の分析 2021.10

■日本リハビリテーション工学協会カンファレンス梗概発表
「車いす推進の身体活動負荷 アクティブタイプと標準型の比較」 2019.8

■東京都理学療法士協会区西北部ブロック部学術集会梗概発表
「身体活動量計測方法の比較検討」 2019.2

その他の成果
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参考資料：METs表について

METs（=metabolic equivalents）
・運動強度の単位であり、安静時を１とし
た時と比較して何倍のエネルギーを消
費するかで活動の強度を示したもの。

・国内では、国立研究開発法人国立健
康・栄養研究所 栄養・代謝研究部のサ

イトで、身体活動量やエネルギー消費
量を算出する根拠となる様々な身体活
動強度としてのメッツ値の一覧が、改訂
版「身体活動のメッツ(METs)表」（2012
年4月11日改訂）により示されている。
・同METs表の作成では以下の海外論文
が参照されている。

2011 Compendium of Physical
Activities: A Second Update of Codes
and MET Values.
Ainsworth BE, Haskell WL, Herrmann
SD, Meckes N, Bassett DR Jr, Tudor-
Locke C, Greer JL, Vezina J, Whitt-
Glover MC, Leon AS.
Med Sci Sports Exerc. 2011, 43(8):1575-
1581.

CODE METs ⼤項⽬ 個別活動 

5165 3.5 
家での活動(home 
activities) 

歩⾏：ほどほどの労⼒の仕事、掃除以外(例：外出の準備、⼾締
り、窓の施錠)(walking, moderate effort tasks, non-cleaning 
(readying to leave, shut/lock doors, close windows, etc.)) 

11805 3.5 職業(occupation) 歩⾏：⾞いすを押して歩く(walking, pushing a wheelchair) 

17150 2.0 歩⾏(walking) 歩⾏：家の中(walking, household) 

17250 3.5 歩⾏(walking) 
歩⾏：散歩、仕事の合間に歩く(walking, for pleasure, work 
break) 

20036 2.0 
宗教的な活動
(religious activities) 

歩⾏：3.2km/時(53m/分)未満、とてもゆっくり(walking, less 
than 2.0 mph, very slow) 

20037 3.5 
宗教的な活動
(religious activities) 

歩⾏：4.8km/時(80m/分)、ほどほどの速さ、何も持たずに
(walking, 3.0 mph, moderate speed, not carrying anything) 

20038 4.3 
宗教的な活動
(religious activities) 

歩⾏：5.6km/時(93m/分)、速い、何も持たずに(walking, 3.5 
mph, brisk speed, not carrying anything) 

21040 2.0 
ボランティア活動
(volunteer 
activities) 

歩⾏：3.2km/時(53m/分)未満、とてもゆっくり(walking, less 
than 2.0 mph, very slow) 

21045 3.5 
ボランティア活動
(volunteer 
activities) 

歩⾏：4.8km/時(80m/分)、ほどほどの速さ、何も持たずに
(walking, 3.0 mph, moderate speed, not carrying anything) 

21050 4.3 
ボランティア活動
(volunteer 
activities) 

歩⾏：5.6km/時(93m/分)、速い、何も持たずに(walking, 3.5 
mph, brisk speed, not carrying anything) 

20035 2.0 
宗教的な活動
(religious activities) 

教会を歩く(walking in church) 

17160 3.5 歩⾏(walking) 散歩(walking for pleasure (Taylor Code 010)) 

17165 3.0 歩⾏(walking) ⽝の散歩(walking the dog) 

17250 3.5 歩⾏(walking) 
歩⾏：散歩、仕事の合間に歩く(walking, for pleasure, work 
break) 

歩行に関連するMETs値（改訂版『身体活動のメッツ（METs）表』より抜粋）
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建築物の外装・防水層の長寿命化改修に資する
既存ＲＣ部材の評価技術の開発

終了時評価

研究代表者

課題発表者

関係研究部

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 建築研究部材料・部材基準研究室長 三島直生

： 材料・部材基準研究室主任研究官 根本かおり

： 建築研究部、住宅研究部

： 平成３０年度～令和２年度

： 約３１百万円

： 中期段階

資料３－３

１．研究開発の背景・課題

2

• 建築物ストックの長寿命化には供用期間
中の維持保全・改修が不可欠であり、経
済性への配慮も重要。

• 長寿命化の実現には建築物の耐久性向上
が有効であり、（RC構造躯体よりも耐久
性が低い）外装・防水層の適切な補修・
改修の実施によりRC構造躯体の保護効果
を維持することが重要。

背景

① 【外装・防水層】：改修工事における既存部材の評価方法が未確立

② 【外装】：改修工事仕様の決定に必要な劣化調査手法が未確立

課題

• 大規模改修工事が2回以上となる建築物が増加し既存部材の劣化調査・診断が複雑化。

• 外装・防水層の下地となる既存部材（旧防水材・旧仕上材）の状態が新規の改修層の耐
久性に及ぼす影響が十分に明らかになっていない。

• 改修工事仕様の決定に必要な外装の劣化調査技術が個々の知識・知見に依存。

• タイル張り仕上げ外壁等の改修工法として「ピンネット工法（外壁複合改修構工法）」の
施工実績が拡大しつつあるが（普及から20年経過）、劣化調査技術が未確立。

屋根防水の劣化

外装材の劣化

仕上塗材（塗膜、ﾓﾙﾀﾙ）
タイル張り仕上げが対象

※ 既存RC部材：RC構造躯体、外装仕上げ及び防水層の全てが対象となるが、本研究では主に既存の外装・防水層を対象としている。
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3

躯躯
体体

既存仕上げ層

外装仕上げ
（新規外装）

繊維ネット＋
ポリマーセメント

アンカーピン

既存仕上げの上に新規仕上げ層を形成
【Ⅰ ポリマーセメント系ピンネット工法】

躯躯
体体

既存仕上げ層

透明樹脂塗膜

（短繊維や繊維ネットを
施工するものもある）

アンカーピン

既存のタイル仕上げの外観を活かす
【Ⅱ 透明樹脂塗膜系ピンネット工法】

【ピンネット工法による改修外壁の主な断面構成】

補足説明 ピンネット工法とは

• タイル等の外装材の剥落を防止するため、劣化した箇所をアンカーピンで躯体に固定し、その
上に新たな外装仕上げを施す改修手法。既存仕上げのカバー方法は、主に2タイプ（下図Ⅰ及
びⅡ）に分類される。

• ピンネット工法は、建設技術評価規定の技術開発目標※に則って民間で開発が進められ、多数
の工法が存在し、標準仕様がない。

• アンカーピン、繊維ネット層、既存仕上げ層の経年等により生じる変状を調査する技術が未整備。

※ 平成8年度建設技術評価規定（平成7年 建設省告示1860号）第9条1項の技術開発目標による。

２．研究開発の目的・目標

4

建築物の外装・防水層の改修工事において、改修後の品質を確保し、耐久性向上を図るた
めの技術的知見を提供することを目的とする。

① 外装・防水層の改修工事における既存部材の評価方法・基準の整備

• 外装・防水層の改修工事による機能回復及び品質確保を実現するための下地となる既存
部材の評価項目・評価基準を整備する。

② 外装の改修工事仕様の決定に必要な調査技術の整備

• 外装塗り仕上げの改修後の品質確保に対する劣化調査技術の精度向上。

• ピンネット工法により改修された外装・外壁の劣化調査技術を提案する。

目的・目標

① インフラ長寿命化等に向けた技術的対応が必要

• 「インフラ長寿命化基本計画（平成25年）」等において、新たな技術的知見を踏まえた、点
検・診断に係る基準類やマニュアルの整備などの技術的対応が求められている。

② 建築物の改修工事に係る技術者不足等への対応が必要

• 補修・改修工事は小規模の会社が請け負うことが多く、建築物の劣化状態等の診断や補
修・改修工法選定への対応が個々の技術に依存している。

• 今後、技術者の不足が顕在化し、調査診断における技術の蓄積や継承が困難になること
が予想される。

必要性
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３．研究開発の概要

5

研究開発の概要

研究開発目標①
外装・防水層の改修工事における既存
部材の評価方法・基準の整備

①-1．既存部材の要求性能の明確化

①-２．既存部材の保有性能の調査・評価

・既存部材の仕様の整理と改修外装・防水層
の施工における要求性能の抽出

・既存部材の要求性能を表示する評価指標の
抽出

・既存部材の経年後の各種性能値の実態デー
タの収集

①-３．外装・防水層の改修工事における
既存部材の評価基準の検討

②改修工事仕様の決定に必要な建築
物外装の調査技術の精度向上

研究開発目標②
外装の改修工事仕様の決定に必要な
調査技術の整備

・品質確保にむけた改修工事仕様選定のた
めの調査技術の検討・整理 ［塗り仕上げ］

・既存部材の状態と改修外皮の性能の関係の
検証・整理

・要求性能に対応する既存部材の要件を整理

・各種仕様に対応する既存部材の劣化調査
技術を検証・整理 ［ピンネット］

要
求
性
能
を
参
照

調査（研究開発目標②の調査技術を活用）

評価（研究開発目標①の評価方法・基準を活用）

改修設計

改修（工事）

本研究開発成果の活用イメージ

４．研究のスケジュール

6

区分（目標、テーマ、分野等）

実施年度 総研究費

Ｈ30 Ｈ31/R1 R2
研究費
配分

（研究費［百万円］） 11 11 9
総額31

［百万円］

①

外装・防水層の改
修工事における既
存部材の評価方
法・基準の整備

①-1.既存部材の要求性能の
明確化

・既存部材の仕様・
要求性能の抽出

・既存部材の評価
指標の抽出

約2
［百万円］

①-2.経年後の既存部材の保
有性能の調査・評価

・経年後の既存部
材の保有性能に関
する実態調査

・経年後の補修工
法の性能評価

約9
［百万円］

①-3.改修工事における既存
部材の評価基準の検討

既存部材の評価基
準の整備 約9

［百万円］

②
外装の改修工事仕
様の決定に必要な
調査技術の整備

②.改修工事仕様の決定に必
要な調査技術の精度向上

約11
［百万円］

既存部材の状態による外装・防
水層の性能への影響の検証

・改修工事仕様の決定に必要な調査技術の検討・提示

・品質確保にむけた改修工事仕様選定のための調査

技術の検討・提示
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５．研究の実施体制

7

国国総総研研 建建築築研研究究部部（（主主管管））
住住宅宅研研究究部部

芝浦工業大学、北海道大学、日本建築仕上学会、日本建築仕上材
工業会、日本シーリング材工業会 研究成果①②

国国土土交交通通省省 住住宅宅局局
（（意意見見交交換換・・調調整整））

大大臣臣官官房房官官庁庁営営繕繕部部
（意見交換・技術の普及）

日本建築学会

日本防水材連合会

日本防水工事業協
会

研究成果①

上記実施体制を構築したことにより、実建物の材料・工法に詳しい専門技術者の協会及び団体等と調査協力すること
で、ヒアリング調査などでは実情に即した情報の収集が可能となった。また、得られたデータ等は大学等の有識者との
意見交換により、分析・整理する際の参考意見を伺うことができ、かつ、これに即した実験を実施することができた。

効率性

実験協力
意見交換・
情報収集

技術情報の
提供

意見交換・情報提供

（国研）建築研
究所

研究成果①②意見交換

実験協力

項目 ポリマーセメント系ネット層 樹脂系ネット層

新規仕上げ材種類

・塗装仕上げ
・ﾀｲﾙ張り仕上げ
・石調こて塗り
・シート建材仕上げ

透明樹脂塗装仕上げ/アクリルウレタ
ン樹脂、ウレアウレタン樹脂、アクリル
シリコン樹脂等
（既存仕上げはﾀｲﾙ張り仕上げが主）

使用材料

ネット種類

・ネット形状：2軸、3軸、2軸
＋立体繊維
・材種：ビニロン繊維、アラミ
ド繊維、ポリプロピレン繊維、
ガラス繊維

・短繊維/材種：ナイロン、ポリエチレン
透明繊維
・ネット形状：2軸
・材種：ポリエチレン透明繊維、ビニロ
ン繊維、ポリプロピレン繊維

アンカーピン種
類

形式：打込み式ﾋﾟﾝ（ﾜｯｼｬｰ
あり）、注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝ
（ﾜｯｼｬｰあり）、ﾀｯﾋﾟﾝﾈｼﾞ、T
字型ﾋﾟﾝ
・ﾋﾟﾝ材質：SUS304

形式：打込み式ﾋﾟﾝ（ﾜｯｼｬｰあり）、注入
口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝ、ﾀｯﾋﾟﾝﾈｼﾞ、全ﾈｼﾞﾋﾟﾝ＋
ｷｬｯﾌﾟ
・ﾋﾟﾝ材質：SUS304が主流、
・その他：SUSXm7、SUS410(防錆加
工）、ﾋﾟﾝ材SUS431-ﾋﾟﾝｷｬｯﾌﾟ真鍮

材料・施工の
性能判定に用
いている基準
値

付着性試験判
定採用値

・0.4N/㎜2以上
・0.7N/㎜2以上

・0.4N/㎜2以上
・0.7N/㎜2以上

アンカーピン引
抜試験採用値

・1,470N/本（UR規定値）
・1,800N/本
・2.75kN/本

・1.50kN/本
・2.55kN/本
・1,470N/本（UR規定値）
・3,425N/本
・1,800N/本

６．研究成果：①-1既存部材の要求性能の明確化［外装（塗り仕上げ・ピンネット工法）］

8

【塗り仕上げの劣化調査に用いている項目】 【ピンネット工法の仕様及び性能判定の参考値の整理】

要求性能

評価項目

美観の
確保

躯体保護
機能の保持

白亜化 ○ －

摩耗 ○

ふくれ・浮き ○ ○

割れ ○ ○

剥がれ ○ ○

付着性 － ○

・塗り仕上げの改修後の美観の確保、躯体保護機能の保持等の要求性能に対して、既存部材の
劣化状況、材料種類・材質・工法、改修履歴、ならびに複数回改修としては仕上げ材層間の付着
性及び塗り重ねによる仕上げ層の厚さを評価項目に設定した。
・ピンネット工法について、情報収集により仕様の抽出及びアンカーピンや表面をカバーする部材
性能の情報を整理した。

ピンネット工法の仕様として、新規仕上
げ材の種類、使用材料（ネット種類、ア
ンカーピン種類）について整理

使用する材料や施工の性能判定に用
いる基準（付着性、ネットの引張強度、
アンカーピンの引抜強度）について整理

○：関係性が強い、－：関係性が弱い

後期

劣
化
状
況

○
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６．研究成果：①-1 既存部材の要求性能の明確化［防水層（屋根防水）］

9

評価基準 解説

ⅰ） 改修施工に特

に問題の無い状況
・補修や撤去などがほとんど必要
ない状態。

ⅱ） 既設防水層とし

て問題はあるが改
修施工に大きな問
題は無い状況

・補修や撤去が必要だが、軽微な
躯体補修、防水業者だけで対応
が可能な状態。

ⅲ） 改修施工に際し

て大きな問題があり、
撤去又は防水下地
としての大規模な改
修が必要となる状況

1）防水施工業者だけでは対応で
きない状態。
2）設計上問題があり、防水保証
ができない状態。
3）設備などの撤去・再設置などの

対応が必要な状態。

※ 本評価基準は、同種の工法で改修することを想定。

【既存屋根防水の要求性能の評価項目および基準と対象】

大分類 中分類 小分類 ⅰ） ⅱ） ⅲ）

下地状態 防水工法ごと 防水工法ごと

立ち上がり高さ

立ち上がり水切り納まり

勾配不良

排水ドレンまわり

パラペット、ドレンの位置

ドレン形状

点検口位置

貫通部等 貫通配管等

積載物等 屋上設置物（架台、設備）

評価基準と対象

防水層の経年による劣化

躯体形状等

躯体の劣化

工法共通

評価項目

工法共通納まり具合

【整理した既存屋根防水の評価基準】

既存屋根防水の要求性能は、「改修後の耐久性予測式」の考え方に基づき、「改修工事制約」
及び「改修防水工法種別」を対象とし、これに対する評価項目・評価基準について、既存防水層
の種類［保護防水、アスファルト防水（露出）、シート防水（塩化ビニル系）、シート防水（加硫ゴム
系）、ウレタン塗膜防水、ＦＲＰ防水］別に整理した。

評価項目ごとに、詳細な評
価の視点を抽出・整理

改修にあたっての、既存防水層の状態を評価する
基準を設定 （具体の基準は、①－３で説明）

外装塗り仕上げの種類

劣化現象と劣化程度

汚れ 白亜化 摩耗
ふくれ
・浮き

割れ 剥がれ

南 北 南 北 南 北 南 北 南 北 南 北

外装薄塗材Ｅ 4 4 3 2 0 1 0 0 4 4 0 0

防水形薄塗材Ｅ 0 0 5 4 0 0 0 0 0 0 0 0

耐候形3種複層塗材Ｅ （水系） 0 0 5 4 0 0 0 0 5 5 0 2

耐候形2種複層塗材Ｅ （水系） 0 1 5 4 0 0 0 0 0 2 0 0

耐候形2種複層塗材Ｅ（溶剤系） 0 3 5 4 0 0 0 0 5 5 0 0

耐候形1種複層塗材Ｅ （水系） 0 1 5 5 0 0 0 0 0 5 0 4

防水形複層塗材
（溶剤系アクリルウレタン仕上げ）

0 2 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0

常温硬化無機質コーティング材 4 3 1 1 0 0 0 0 5 4 4 4

水系アクリルシリコン 0 2 5 4 0 0 0 0 0 0 0 1

弱溶剤系アクリルシリコン 2 4 5 5 0 0 0 0 0 1 1 3

水系反応硬化形アクリルシリコン 1 1 5 5 0 0 0 0 3 4 0 0

水系ふっ素 1 3 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0

低汚染弱溶剤ウレタン 1 4 5 1 0 0 0 0 0 4 0 0

低汚染弱溶剤ふっ素 0 2 5 5 0 0 0 0 0 3 0 0

低汚染弱溶剤シリコン 0 3 5 4 0 0 0 0 0 0 0 0

６．研究成果：①-2 経年後の既存部材の保有性能の調査・評価
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暴露20年目の改修塗り仕上げ試験体（38体）および各種塗り仕上げ試験体（約120体）を用いて
長期暴露データを収集し、次の結果を得た。

①表面塗料、外装薄塗材、複層塗材、防水形薄塗材、防水形複層塗材の劣化は、赤枠の美観
保持に関係する仕上塗材劣化が目立ち、改修の有無で白亜化の程度に違いが見られた。

②躯体保護機能に影響する割れや剥がれは、塗材の硬軟性及び耐候性機能により差が生じた。

※数値は劣化デグリー：（軽度）1 ↔ 5（重度）
「0」：劣化なし 「1」：ほとんど認められない 「2」：わずかに認められる
「3」：はっきり認められる 「4」：かなり認められる 「5」：顕著に認められる

【暴露20年目の各種外装塗り仕上げ試験体の劣化事例】

白亜化－劣化程度5

暴露20年目劣化調査
［複層塗材E］南面

既存仕上げ
改修後仕上げ種類

1998年改修

劣化現象と劣化程度

白亜化 摩耗
ふくれ・
浮き

割れ 剥がれ

南 北 南 北 南 北 南 北 南 北

アクリルリシン
（砂壁状）

1975年施工

外装薄塗材Ｅ（RP塗替え） 3 1 0 0 0 0 1 3 0 0

外装薄塗材Ｅ 3 1 5 3 0 0 5 1 0 0

防水形外装薄塗材Ｅ 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

複層塗材Ｅ 3 1 0 0 0 0 5 5 1 0

防水形複層塗材Ｅ 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

【改修後20年暴露外装塗り仕上げ試験体の劣化事例】

割れ－劣化程度5

改修あり改修なし

［外装］
（塗り仕上げ）
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改修前 塗り替え後

各改修1年後の付着測定結果改修前 改修後

1回目
改修

2回目
改修

複
層
塗
材
E

・高圧水洗→シーラー→上塗材(ｱｸﾘﾙｼﾘｺﾝ)のみ塗り替え

①塗り替え改修検討（2回目改修の結果まで）

①複数回改修後の品質を対象とした既往研究がないことに対応し、3回の塗り替え改修（1回/年を3年
間）を実施した。改修には塗材の厚みに変化をもたせ、塗り替え後1年間暴露した後の付着測定を
行った。改修塗材に主材（可とう形改修塗材）を施工しない場合に著しい付着低下が生じており、
既存部材の評価項目・基準を抽出し、整理した。
②塗り重ね改修の評価として、各種外装仕上塗材の既存塗材と改修塗材の組合せ適合性に関す
る屋外暴露による実験を行った。ふっ素樹脂塗料の改修後の付着性は低いなどの結果を得ること
ができ、それらを表に整理した。

・高圧水洗→主材（可とう形改修塗材800g/㎡）＋上塗材(ｱｸﾘﾙｼﾘｺﾝ)
の塗り替え

1回目
改修

2回目
改修

複
層
塗
材
E

②既存塗材と改修塗材の適合性実験（南面）

※2 劣化デグリーの数値：（軽度）1 ↔ （重度）5， 0：劣化なし

※3 付着性Xカット法の数値：（低い）0 ↔ （高い）10

主材 上塗材 主材＋上塗材※1 色分け：

コンクリート躯体

既存仕上塗材層

1回目塗り替え改修層

2回目塗り替え改修層

3回目塗り替え改修層

上塗材：アクリルシリコン樹脂
主 剤：複層仕上塗材E

上塗材：アクリルシリコン樹脂
主 剤：可とう形改修仕上げ塗材

付着性試験（Ｘカット法）
各塗り替え1年後に実施

［仕上塗材の改修断面イメージ図（上塗材＋主材の施工例）］

既存仕上塗材の種類 改修仕上塗材の種類※1

劣化現象と劣化程度※2 付着性※3
（Xカット法）汚れ 割れ 剝がれ

1年 2年 1年 2年 1年 2年 1年 2年

外装薄塗材Ｅ 可とう形改修塗材 0 1 0 0 0 0 8 4

耐候形3種複層塗材Ｅ （水系） 可とう形改修塗材 0 1 0 0 0 0 4 2

耐候形2種複層塗材Ｅ （水系） 水系ふっ素 0 1 0 0 0 0 6 2

耐候形2種複層塗材Ｅ（溶剤系） 水系ふっ素 0 1 0 3 0 0 6 2

耐候形1種複層塗材Ｅ （水系） 防水形薄塗E 0 2 0 0 0 0 10 10

防水形複層塗材 （溶剤系アクリルウ
レタン仕上げ）

防水形上塗材（弱溶剤ウレタン） 0 1 0 1 0 0 10 6

防水形複層塗材 （溶剤系アクリルウ
レタン仕上げ）

溶剤系ウレタン 0 1 0 0 0 0 8 4

下地調整材＋水系アクリルシリコン 可とう形改修塗材・（300g仕様水系アクリルシリコ
ン仕上げ）

0 0 0 0 0 0 10 6

下地調整塗材＋水系ウレタン 0 0 0 0 0 0 10 10

下地調整材＋溶剤系アクリルシリコン
可とう形改修塗材（800g仕様水系アクリルシリコン
仕上げ）

0 0 0 0 0 0 10 10

下地調整塗材＋低汚染溶剤系アクリ
ルシリコン

0 0 0 0 0 0 10 10

水系ふっ素 水系ふっ素 0 0 0 0 0 0 0 0

水系ふっ素 水系アクリル 1 0 0 0 0 0 8 4

水系アクリルシリコン 水系アクリルシリコン 0 0 0 0 0 0 8 8

弱溶剤系アクリルシリコン 可とう形改修塗材（水系アクリルシリコン仕上げ） 0 0 0 0 0 0 8 6

６．研究成果：①-3 外装・防水層の改修工事における既存部材の評価基準
の検討 ［防水層］
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評評価価項項目目

判判断断基基準準

下下地地状状態態 納納ままりり具具合合

アアススフファァルルトト（（露露出出）） シシーートト防防水水（（加加硫硫ゴゴムム）） ウウレレタタンン塗塗膜膜防防水水 ドドレレンン 屋屋根根勾勾配配

ⅰⅰ））改改修修施施工工にに特特にに
問問題題のの無無いい状状況況

― ―

アアススフファァルルトトののひひびび割割れれ 異異常常ののみみらられれなないい（（平平場場））
水水溜溜ままりり部部でで経経年年のの耐耐水水劣劣
化化にによよりり発発生生ししたた白白亜亜化化･･変変
退退色色

ⅱⅱ））既既設設防防水水層層ととしし
てて問問題題ははああるるがが改改
修修施施工工にに大大ききなな問問
題題はは無無いい状状況況

ジジョョイインントトのの剥剥ががれれ 防防水水層層ののししわわ
長長期期間間のの下下地地ひひびび割割れれのの繰繰
りり 返返しし疲疲労労にによよるる破破断断

ドドレレンンままわわりりのの勾勾配配不不良良 一一部部にに生生じじるる水水溜溜ままりり

ⅲⅲ））改改修修施施工工にに際際しし
てて大大ききなな問問題題ががああ
りり、、撤撤去去又又はは防防水水
下下地地ととししててのの大大規規
模模なな改改修修がが必必要要とと
ななるる状状況況

― ― ―

パパララペペッットトととドドレレンンのの近近接接 全全体体的的なな水水溜溜ままりり

・エキスパートの知見を集約し、既存屋根防水の要求性能を確保する評価項目及び基準を
抽出し、各種屋根防水ごとの状況により既存部材（下地）の処理にかかるレベルを可視化
できるよう画像と合わせて分類・整理し、実務者が使える資料を作成した。

防水工事業のみでの機能回復が
難しいレベルの劣化事象
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エキスパートの知見を可視化し、外装塗り仕上げの現地劣化調査に技術者が携行し、用
いることのできる技術解説書を作成した。

⇒ 「セメント系外壁の塗り仕上げの長寿命化改修設計に資する劣化調査のポイント」を国総研資料として令和3年中に
出版予定

既既存存仕仕上上塗塗材材のの種種類類
のの特特定定

基基本本調調査査

調調査査のの目目的的

調調査査時時にに確確認認すすべべきき点点おおよよびび調調査査方方法法

調調査査時時見見落落ととししにによよるる改改修修工工法法選選定定不不適適にによよりり生生じじるる可可能能性性ののああるる早早期期劣劣化化事事例例

調調査査上上のの留留意意点点

改改修修設設計計にに有有用用ななポポイインントト

調査の目的、調査の
要点と調査方法、調
査上の留意点を解説

調査時見落としによる
改修工法選定不適に
より生じる可能性のあ
る早期劣化事例と、
改修設計に有用なポ
イントを解説

〈例〉
・既存仕上材と改修
仕上材の付着性が
確保できていない場
合、剥がれ、浮きに
つながるおそれあり

・柔軟性のある既存
仕上塗材に柔軟性
のない仕上塗材を塗
り重ねると、経年で
改修仕上塗材に割
れが生じるおそれが
ある

目次

第１章 概要および目的

第２章 外装用仕上塗材の劣化調査のポイント

第３章 仕上塗材の基本事項

第４章 おわりに

2.1  基本調査

付録

参考文献

６．研究成果：② 外装の改修工事仕様の決定に必要な調査技術の精度向上
［ピンネット工法］
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・ほとんど既往研究がないことに対応し、ピンネット工法により改修された外壁試験体を用い
て、各種調査技術を適用した検証実験を行った。外装内の浮きやアンカーピンの位置確認に、
目視・打診と合わせ赤外線サ－モグラフィー法の併用が効果的であることを確認した。

壁
№ 調査者A打診※1 調査者B打診※2 赤外線画像※3

１

（
二
重
タ
イ
ル)

２

３

打診では浮きを検出※4
※※11 調調査査者者AA打打診診画画像像：：青青枠枠→→浮浮きき
※※22 調調査査者者BB打打診診記記録録図図：：黄黄色色→→浮浮きき、、緑緑色色→→表表面面タタイイルル

仕仕上上げげ浮浮きき
※※33 赤赤外外線線画画像像：：赤赤色色→→浮浮きき、、緑緑色色のの丸丸形形→→樹樹脂脂注注入入箇箇、、

黒黒丸丸→→アアンンカカーーピピンンのの施施工工位位置置
※※44 赤赤枠枠：：浮浮きき検検知知箇箇所所
※※55 そそのの他他点点線線四四角角枠枠はは模模擬擬剥剥離離設設置置箇箇所所

【【打打診診とと赤赤外外線線ササーーモモググララフフィィーー法法にによよるる調調査査結結果果ににつついいてて】】

高高温温

低低温温

アアンンカカーーピピンン

アアンンカカーーピピンン

樹脂注入箇所

表面タイル浮きと内部浮きを区別

・打診調査は、調査者による検出精度
に違いがある。

・赤外線サーモグラフィー法は、アン
カーピンの施工位置、浮き箇所及び
樹脂注入の有無の確認が可能。一
方、温度差を生じる空気層が不十分
な浮きは検出できないものもあった。
 打診は調査者の技能による差異

があり、打診調査と赤外線サ－モ
グラフィー法を併用することで見落
としなく詳細調査の要否判定が可
能となる。
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成果の普及

 外装塗り仕上げの既存塗材と改修塗材の適合性は、3年間分の暴露データは得ることができたが、正確性
を期するため実験を継続しデータの収集に務める。

 ピンネット工法による改修外壁の劣化調査技術は、運用にむけた評価指標の整備に務める。

 今後の展開として、専門技術者が実施している劣化調査・診断に関して、安定した劣化調査と診断精度の
向上をめざし、AIを活用した点検や劣化調査・診断の開発を検討する。

【発表論文】
・根本他；複合改修構工法で改修されたRC造建築物外壁の再改修工事仕様選定のための劣化調査・診断手法に関する研究（その１）ヒアリングによる課題抽
出、日本建築学会大会学術講演梗概集、2020年9月

・根本他；根本他；複合改修構工法で改修されたRC造建築物外壁の再改修工事仕様選定のための劣化調査・診断手法に関する研究（その2）試験体を用いた
調査手法の検証実験（非破壊調査）、日本建築学会大会学術講演梗概集、2021年9月

・根本他； AIを活用した外装仕上塗材仕上げの劣化ひび割れに関する画像診断の検討、日本建築仕上学会大会、2020年10月
・根本他； AIを活用した外装仕上塗材仕上げの劣化ひび割れに関する画像診断の検討 その2 精度向上のための検討、日本建築仕上学会大会、2021年10

月
・古賀他；改修後の防水層の品質確保のための既存防水層の状態評価手法、日本建築学会大会学術講演梗概集､2020年9月
・古賀他；仕上塗材改修条件の改修後の性能への影響に関する研究 その1 改修後1年目の性能確認、日本建築仕上学会大会、2020年10月
・千歩他：モデル建物の30年屋外暴露試験に基づく各種仕上材の躯体保護効果 その１ 試験概要と仕上材の劣化状況、日本建築仕上学会大会、2019年10
月

・米谷他；モデル建物の30年屋外暴露試験に基づく各種仕上材の躯体保護効果 その2 中性化抑制効果および鉄筋腐食抑制効果、日本建築仕上学会大会、
2019年10月

今後の課題の展開

 建築物の施設管理者や劣化調査を行う技術者向けの技術資料（国土技術政策総合研究所資料）として
「セメント系外壁の塗り仕上げの長寿命化改修設計に資する劣化調査のポイント」を令和3年12月までに

公表し、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 建築改修工事監理指針の技術資料等にするなどして普
及に努める。

８．事前評価時の指摘事項と対応

16

事事前前評評価価時時のの指指摘摘事事項項 対対応応

対象とする建築物の選定条件を明確にし、年代、特質
を把握・整理した上で研究を進められたい。

RC造建築物で竣工後20年以上経過し、かつ大規模改
修工事を実施したことがある建築物を対象としている。

実際の建築物を対象とした実態調査やケーススタディ
の実施を検討されたい。

実建物の現地調査を行い実態把握を行った。
ケーススタディは屋外暴露している壁体試験体を用い
て実施した。

本研究において開発する評価手法と既存の評価手法
との関係性を明確にすべき。

既存の評価手法は1回目の改修について提示されて
いた。開発する評価手法は、複数回改修を考慮した評
価手法としている。

開発しようとする技術の有効性が分かりやすくなるよう、
成果をまとめてほしい。

外装仕上げの調査・診断技術者が現場に携行して用
いる解説書を作成する。
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９．まとめ

17

外装・防水層の改修工事は小規模の事業者が実施している場合が多く、また、建設工事全般で危惧されている今後の
担い手不足により専門技術者の減少が予想される。改修工事における既存部材の評価基準が整備されれば技術の確
保を支援することができ、改修工事における品質確保が実現できる。また、本研究により補修・改修工事の耐久性が向
上することにより、改修部分の長寿命化による改修サイクルの長期化、建築物のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄの低減が図られる。

有効性

＜＜目目標標のの達達成成度度＞＞ ◎◎：：目目標標をを達達成成すするるここととにに加加ええ、、目目標標以以外外のの成成果果もも出出すすここととががででききたた。。 ○○：：目目標標をを達達成成ででききたた。。
△△：：ああままりり目目標標をを達達成成ででききななかかっったた。。 ××：：ほほととんんどど目目標標をを達達成成ででききななかかっったた。。

研究開発の
目的

研究開発の目標 研究成果 研究成果の活用方法
（施策への反映・効果等）

目標の
達成度

備考

建築物の外
装・防水層の
長寿命化改
修に資する
既存RC部材
の評価技術
の開発

①外装・防水層の改
修工事における既
存部材の評価方
法・基準の整備

・各種屋根防水の改修による回
復・品質確保に制約を及ぼす既
存部材の状態を評価項目として
抽出し、その判断基準と合わせ
て整理した。

・改修された屋根防水の耐久性予
測を見直しする際に、改修工事
制約係数及び仕様選定の参考と
して活用されることが考えられる。

○○
・複数回改修の3回塗り替えの検
証実験を行い知見を得た。
・外装塗り仕上げの塗り替え改修
のための塗材の適合性に関する
データの蓄積を行った。

・国土交通省大臣官房官庁営繕
部監修 建築改修工事監理指針
等の外装塗り仕上げの改修材の
適合表等の充実に寄与すること
ができる。

②外装の改修工事
仕様の決定に必要
な建築物の調査技
術の整備

・ピンネット工法による改修外壁の、
劣化調査に適用できる技術を検
証し知見を得た。

・ピンネット改修外壁の劣化調査
方法を整備することで、改修工事
の品質確保が期待できる。

○○・「セメント系外壁の塗り仕上げの
長寿命化改修設計に資する劣化
調査のポイント」という解説書を
作成した。

・国土交通省大臣官房官庁営繕
部監修 建築改修工事監理指針
等の参考資料として活用予定。
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建築物の外装材及び屋根の耐風性能向上に
資する調査研究

終了時評価

研究代表者

課題発表者

関係研究部

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 建築研究部長 長谷川 洋

： 構造基準研究室長 喜々津 仁密

： 住宅研究部

： 令和元年度～令和２年度

： 約５０百万円

： 中期～後期段階

資料３－４

１．研究開発の背景

屋屋根根瓦瓦のの脱脱落落・・飛飛散散（令和元年房総半島台風） 木木造造小小屋屋組組のの飛飛散散（令和元年房総半島台風）

フフロロンントトササッッシシのの脱脱落落・・転転倒倒
（平成30年台風第21号）

• 平成30年台風第21号や令和元年房総半島台風では、建築物の外装材（屋根瓦、低
層店舗のフロントサッシ等）と木造小屋組の強風に対するぜい弱性が顕在化。
• 令和元年房総半島台風での被害屋根のうち８割が瓦屋根。また、沿岸部での木造住宅の小屋組に複数の被害を確認。

• 低層店舗のフロントサッシの脱落・転倒被害が発生。

• 外装材や屋根の損壊で強風・雨水が浸入し、被災直後からの居住・業務継続や原
状回復の著しい阻害状況も顕在化。

• 近年の異常気象傾向を踏まえると、ぜい弱な部位の耐風性能向上は喫緊の課題。
• IPCC第6次評価報告書WG1報告書※)では、将来予測される変化として「非常に強い熱帯低気圧の発生割合と強度最大規

模の熱帯低気圧のピーク時の風速は、地球規模では、地球温暖化の進行と共に上昇」と評価。

※）http://www.jma.go.jp/jma/press/2108/09a/ipcc_ar6_wg1_a2.pdf

背景
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２．研究開発の課題・目的・目標・必要性

3

• 近年の台風により、建築物の外装材（屋根瓦、低層店舗のフロントサッシ等）や
木造小屋組の強風に対するぜい弱性が顕在化。これらは、風圧力に応じた構造方
法等が建築基準法令に詳細に規定されておらず、法令を補完する技術資料の整備
が必要。

• 令和2年7月に社会資本整備審議会の部会がとりまとめた「令和元年房総半島台風
を踏まえた建築物の強風対策」を踏まえ、瓦屋根及び木造小屋組の沿岸部仕様の
検討が必要。

• 外装材のうち屋根瓦とフロントサッシ、木造小屋組の耐風性能の確保に資する緊
結方法や耐力評価法等の整備と明確化。

① 屋根瓦の仕様検証及び耐力試験・評価法等の整備

② 木造小屋組の耐風性に配慮した仕様の整備

③ フロントサッシ接合部の耐力試験・評価法の整備

必要性

目的と３つの目標

• 屋根瓦：沿岸部での風圧力に対応した緊結方法等の仕様、許容耐力の評価法が未整備。

• 木造小屋組：風圧力の実況に応じた適切な緊結方法が不明確。

• フロントサッシ：躯体との接合部の許容耐力の評価法が未整備。

課題

木造軸組構法住宅の構造計画
（日本住宅・木材技術センター）

瓦屋根標準設計・施工ガイドライン
（全日本瓦工事業連盟ほか）

３．研究開発の概要

4

• 近年の台風によって強風に対するぜい弱性が顕在化した屋根瓦、木造小屋組、フ
ロントサッシを対象に、耐風性能向上に資する仕様と試験評価法を検討する。

• 主な被害実態を踏まえて、以下の課題を設定。

① 屋根瓦の仕様検証及び耐力試験・評価法等の整備

② 木造小屋組の耐風性に配慮した仕様の整備

③ フロントサッシ接合部の耐力試験・評価法の整備

⇒ 法令に適合する仕様や試験方法を示したガイドライン等（関係団体発行）へ、研究成果
を反映するための原案をとりまとめ

研究開発の概要

建築基準法令を補完

アルミフロント品質基準
（日本サッシ協会）

研究成果の反映先
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４．研究フロー図

5

①屋根瓦の仕様検証及び
耐力試験・評価法等の整備

一般への周知・普及

②木造小屋組の耐風性に
配慮した仕様の整備

③フロントサッシ接合部の
耐力試験・評価法の整備

①(1) 標準工法、標準試験、
施工法等の検証
①(2) 引き上げ試験による耐
風性能の検証
①(3) 許容耐力評価のための
試験方法の提案
①(4) 沿岸部での風圧力の実
況を考慮した仕様の検討

②(1) 木造住宅工事仕様書に
定める緊結方法等を対象にし
た要素試験による検討
②(2) ユニット試験による小屋
全体の耐風性能の検証
②(3) 既往の載荷試験データ
の調査
②(4) 沿岸部での風圧力の実
況を考慮した仕様の検討

①(5) 現行ガイドラインの改訂
原案のとりまとめ

②(5) 耐風性に配慮した小屋
組仕様のとりまとめ

令和3年度

③(4) フロントサッシ接合部の
試験・評価法のとりまとめ

③(1) フロントサッシに関する
設計・施工の標準的なプロセ
スの調査・整理
③(2) 周囲の躯体との間の接
合部を対象にした試験法と許
容耐力の評価法の検討
③(3) 接合部試験・耐風圧性
試験による検討内容の妥当
性の検証

関係団体発行のガイドライン等への反映

５．研究の実施体制

6

国国総総研研 建建築築研研究究部部
（（調調査査研研究究のの立立案案・・実実施施・・成成果果ととりりままととめめ））

社会資本
整備審議会
建築分科会

本本省省 住住宅宅局局
（（強強風風対対策策にに資資すするる施施策策のの立立案案・・整整備備））

（国研）
建築研究所

試験実施等機関
(一財)建材試験センター

愛知県陶器瓦工業組合

瓦瓦ガガイイドドラライインン
検検討討WWGG

• 各検討WGのもとで学識経験者や業界団体と連携し、効率よく研究開発を実施。

• 現行のガイドライン等での一般的な仕様や被害が確認された仕様から試験体仕様を設
定し、効率よく系統的な試験を実施。

• 研究成果を関係団体発行のガイドライン等に反映して改訂・増補することで、効率よく研
究成果のとりまとめと一般への普及を実施。

効率性

調査研究協力

検討
協力

小小屋屋組組
検検討討WWGG

フフロロンントトササッッシシ
検検討討WWGG

事事務務局局：(一社)全日本瓦工事業連盟 事事務務局局：(公財)日本住宅・木材技術センター 事事務務局局：(一社)日本サッシ協会

学識経験者
業界団体

試験
協力共同

研究

強風対策
提示

令和元年房総半島台風
を踏まえた建築物の耐
風対策に関する検討会検討

協力
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６．研究成果：①屋根瓦の仕様検証及び耐力試験・評価法等の整備

7

• 既往の調査では現行ガイドラインの一定の効果が確認されたが、沿岸部で局所的な強風によ
る被害も確認。同ガイドラインの内容をアップデートするための以下の項目を実施。

 桟瓦の許容耐力算出のための単調引き上げ試験・評価法を提案。

 瓦屋根に関する改正告示に従った工法・仕様として、試験結果に基づき、基準風速ごとに採
用できる「標準仕様」を明確化。

 沿岸部（海岸線からの距離が200m以内を目安）等での採用を推奨するための、より高い耐風性能
を有する仕様も整備。

⇒ 現行ガイドラインの改訂原案のとりまとめ 【令※)第39条・関連告示を補完】

目標を達成引き上げ試験による破壊
性状や耐風性能の検証

桟木からの釘
の引き抜け

粘土瓦の単調引き上げ試験結果の例

単調引き上げ試験での最大荷重の平均値を1.5
で除した数値を、桟瓦の許容耐力として評価す
る方法を整備

（試験体3体の結果）

※）建築基準法施行令

突発的な風圧力（ピーク風力）

の大きさを考慮した載荷

8

標準仕様の例 より高い耐風性能を有する仕様の例
（沿岸部等での採用を推奨）

• 沿岸部等の強風の実況に配慮し、より高い耐風性能を有
する仕様として整備

• 採用できる仕様の範囲が、「標準仕様」よりも制限

６．研究成果：①屋根瓦の仕様検証及び耐力試験・評価法等の整備

30 32〜36 38〜46

緊結数 738 1,063 1,735

くぎ 径2.7mm×⻑さ65mm １本 ○ ○

径4.2mm×⻑さ57mm １本 ○ ○

径3.8mm×⻑さ51mm １本 ○ 〇

径2.4mm×⻑さ55mm １本 ○ ○ ○

径2.4mm×⻑さ65mm １本 ○ ○ ○

径3.8mm×⻑さ45mm １本 ○ ○ ○

径3.8mm×⻑さ51mm １本 ○ ○ ○

基準⾵速（m/s）

緊結材の仕様
⽡の
種類

緊結材
の種類 引き上げ試験の荷重（N/m2）

くぎ
J形

防災⽡

J形
ねじ

ねじ

30 32〜36 38〜40 42〜46

緊結数 1,207 1,737 2,145 2,837

径2.4mm×⻑さ55mm １本 ○ 〇 〇

径2.4mm×⻑さ65mm 1本 ○ ○ ○

径3.8mm×⻑さ45mm １本 ○ ○ ○ ○

径3.8mm×⻑さ51mm １本 ○ ○ ○ ○

基準⾵速（m/s）

ねじ

⽡の
種類

緊結材
の種類

緊結材の仕様
引き上げ試験の荷重（N/m2）

J形
防災⽡

くぎ

※）J形の粘土瓦の場合

J形防災瓦での組み合わせ部分
（突起があることで、隣接する瓦と一体
となって浮き上がりや脱落等を抑制）

「標準仕様」よりも想定する風
圧力の大きさを割り増し
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６．研究成果：②木造小屋組の耐風性に配慮した仕様の整備

9

• 木造住宅工事仕様書に定める接合方法等を対象に、接合部試験と既往データの調査を実施し、
各接合ごとの耐力特性を確認。ユニット試験により、小屋組全体の損傷進展過程等を把握。

• 風圧力と耐力との比較により、基準風速ごとに採用できる接合方法を明確化。

• 沿岸部（海岸線からの距離が200m以内を目安）等での採用を推奨するための、より高い耐風性能を
有する仕様も整備。

⇒ 耐風性に配慮した小屋組仕様のとりまとめ 【令第47条を補完】

目標を達成

接合部試験

ユニット試験 小屋組各部の損傷状況

かすがい両面打ち接合
部の荷重変位関係の例

小屋組全体の損傷進展過程を把握

• 接合部ごとに引張り耐力特性を把握
• 風圧力との比較結果に基づき、基準風

速ごとの耐風性に配慮した接合方法を
明確化

（試験体6体の結果）

６．研究成果：②木造小屋組の耐風性に配慮した仕様の整備

10

した仕様 吹込み
あり

した仕様 吹込み
あり

した仕様 吹込み
あり

接合部位 接合の種類
許容耐⼒

(kN)

ひねり⾦物ST-9, ST-12 1.1 ○ ○ × ○ × × × × ×
ひねり⾦物ST-15 2.2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×
四⾓⽳付きタッピンねじ
STS6.5F脳天打ち

2.5 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×
くら⾦物SS 4.4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
かすがいC両⾯打ち 2.2 ○ × × × × × × × ×
ひら⾦物SM-12 2.1 ○ × × × × × × × ×
⻑ほぞ割くさび 3.5 ○ ○ ○ ○ × × × × ×
⻑ほぞくぎN90-2本
平打ち

3.5 ○ ○ ○ ○ × × × × ×
⻑ほぞ込み栓 3.7 ○ ○ ○ ○ × × ○ × ×
ひら⾦物SM-15S 4.5 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ×
かど⾦物CP-T 5.6 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×
コーナー⾦物CP・ZS 10.5 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

38

標準
仕様

強⾵の実況に配慮

適⽤の可否 適⽤の可否適⽤の可否

たるき−軒げた接合
（軒の出0.6m以下の場合）

⼩屋束−⼩屋ばり接合
⼩屋束−もや（むなぎ）接合

46

標準
仕様

強⾵の実況に配慮

基準⾵速（m/s）

標準仕様／強⾵の実況に配慮した仕様
標準
仕様

30
強⾵の実況に配慮

接合方法の仕様の例（基準風速30、38、46m/sの場合）

•基準風速が大きいほ
ど、適用可能な接合
方法が制限

•沿岸部等での吹込み
を想定した場合の仕
様も整備

※）許容耐力はスギ等の
樹種の場合の数値。
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６．研究成果：③フロントサッシ接合部の耐力試験・評価法の整備

11

• 周囲の躯体との接合部の許容耐力評価のための試験・評価法を検討・整備。許容耐力と業界
基準での風圧力との比較による安全性の確認方法を提示。

• ユニット試験（耐風圧性試験）により、既往の被害例でみられた脱落・転倒の起因となりうる接合部
の損傷を確認。

• 標準的な設計・施工プロセスを把握し、強風被害の検証のための技術資料を整備。

⇒ フロントサッシ接合部の試験・評価法のとりまとめ 【令第82条の4・関連告示を補完】

接合部試験 ユニット試験

接合部のクリップの外れ

検討した試験方法により
試験体を加力

様々な仕様を想定した接合部
(鉄筋棒接合／アングル接合／モルタル詰め)

サッシ枠の変形 溶接部の破断

目標を達成

実大の３連窓の試験体

７．成果の普及等（令和３年度以降の取組み）

12

①① 瓦屋根
• 令和3年7月：成果を反映した「2021年改訂版 瓦屋根標準設計・施工ガイドライン」の発行。

• 令和3年8～9月：講習会での成果の周知・普及（主催：日本建築防災協会、約1,600名受講）。

• 令和4年1月～：瓦屋根に関する改正告示の施行。改正告示に準拠した方法として、成果
の実効的な普及が期待。

「「2021年年改改訂訂版版 瓦瓦屋屋根根標標準準設設計計・・施施工工ガガイイドドラライインン」」（監修：国土技術政策総合研究所・建築研究所、発行：全日本瓦工事業連盟ほか） ⇒⇒

②② 木造小屋組
• 令和3年11月：成果を反映した解説書「木造軸組構法住宅の構造計画」増補版の発行。

• 令和3年11月～：講習会での成果の周知・普及（主催：日本住宅・木材技術センター）。

③③ フロントサッシ
• 令和3年7月：成果をとりまとめた「アンカー部強度試験及び許容耐力評価方法」等を、日本サッシ協会からフロン

トサッシメーカーに周知。

• 令和4年4月～：成果を反映した業界基準「アルミフロント品質基準」改訂版の発行。※発行までは、各メーカーで
の商品確認、体制整備等に要する準備期間

成果に関する公表論文等

• 喜々津、山崎：木造小屋組の風圧力に対する引張耐力特性の検証のためのユニット試験，2021年度日本建築学会大会梗概集，2021.8.
• 脇山、喜々津、馬立、阿部、小野、倉田、高嶋：フロントサッシと躯体との間の接合部を対象にした耐風性評価に資する実験的検討，2021年度日本建築

学会大会梗概集，2021.8.
• 喜々津：屋根ふき材と木造小屋組の耐風性能向上に資する研究の概要，住宅と木材，2021.9.

令令和和33年年度度かかららのの研研究究課課題題

• 既存の屋根ふき材を対象に、「既存建築物における屋根ふき材の耐風診断・補強技術評価に関する研究（令和3
～5年度）」において、耐風性向上に資する研究を継続。
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８．まとめ

13

• 屋根瓦、木造小屋組、フロントサッシの耐風性の確保に資する構造方法等を明確化し、関係
団体発行のガイドライン等へ反映することにより、法令の構造関係規定を補完。

• 新築建築物における屋根瓦、木造小屋組、フロントサッシの耐風性能が確保され、気象災害
時の被災リスクの低減に貢献。

有効性

＜＜目目標標のの達達成成度度＞＞ ◎◎：：目目標標をを達達成成すするるここととにに加加ええ、、目目標標以以外外のの成成果果もも出出すすここととががででききたた。。 ○○：：目目標標をを達達成成ででききたた。。 △△：：ああままりり目目標標をを達達成成ででききななかかっったた。。
××：：ほほととんんどど目目標標をを達達成成ででききななかかっったた。。

研究開発
の目的

研究開発
の目標

研究成果 研究成果の活用方法
（施策への反映・効果等）

目標の
達成度

備考

建築物の外装
材（屋根瓦、
フロントサッ
シ）と木造小
屋組の耐風性
の確保に資す
る構造方法等
を明確化

屋根瓦の仕様検証
及び耐力試験・評
価法等の整備

既往の調査では現行ガイドラインの一定の効果が確認されたが、沿岸部
で局所的な強風による被害も確認されたことから、同ガイドラインの内
容をアップデートするための以下の検討を実施した。
• 瓦屋根の「標準工法」を検証した。
• 引き上げ試験結果をもとに、基準風速ごとに採用できる仕様を「標準仕
様」として明確化した。さらに「標準仕様」とは別に、沿岸部等での採用
を推奨するための、より高い耐風性能を有する仕様も整備した。

• 桟瓦の許容耐力算出のための単調引き上げ試験・評価法を提案した。

• 「2021年改訂版 瓦屋根標準設計・施
工ガイドライン」に成果を反映した。こ
れは2021年7月に発行済み。

• 成果を改正後の告示基準に従った工
法・仕様、社整審「強風対策」の受け
皿として位置づけた。

○

木造小屋組の耐風
性に配慮した仕様
の整備

• 木造住宅工事仕様書に定める垂木・小屋束上下端の接合方法等を対
象に、接合部試験と既往データの調査・収集を実施し、各方法ごとの耐
力特性を確認した。

• 風圧力と各接合方法の耐力との比較により、基準風速に応じて採用で
きる接合方法を明確化した。さらに、沿岸部等での採用を推奨するため
の、より高い耐風性能を有する仕様も整備した。

• ユニット試験により、小屋組全体の損傷進展過程等を把握した。

• 解説書「木造軸組構法住宅の構造計
画」増補版に成果を反映する。

• 成果を社整審「強風対策」の受け皿と
して位置づける。 〇

フロントサッシ接合
部の耐力試験・評
価法の整備

• 周囲の躯体と間の接合部の許容耐力の評価に資する試験方法を検討
した。検討した方法は安定的に加力できることを確認し、許容耐力の評
価法を整備した。

• 実大の三連窓の試験体でユニット試験（耐風圧性試験）を実施し、被害
が確認された接合方法ではサッシの脱落・転倒の起因となりうる接合部
の損傷を確認した。

• 強風被害につながる損傷の再現やフロントサッシの標準的なプロセス
の把握を含め、サッシの強風被害の発生を検証するための基礎的な技
術資料を整備した。

• 「アルミフロント品質基準」改訂版に成
果を反映する。

〇

社会資本整備審議会 建築分科会 建築物等事故・災害
対策部会「建築物の強風対策」と本研究との関係

14

参考①

①屋根瓦の仕
様検証及び耐
力試験・評価
法等の整備

②木造小屋組
の耐風性に配
慮した仕様の
整備

社会資本整備審議会 建築分科会 建築物等事故・災害対策部会（第27回）資料（令和2年7月14日開催）

本研究の項目
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瓦の緊結方法に関する基準の強化（昭和46年建設省告示
第109号）（住宅局作成）

15

参考②

建築物の瓦屋根に係る現行の仕様基準（S31年に政令に規定、S46年に告示に移行）を
改正し、業界団体※１作成の「瓦屋根標準設計・施工ガイドライン」の仕様を義務化する。

緊結箇所 全全ててのの瓦瓦

緊結
方法
（※２）

軒、けらば ３３本本ののくくぎぎ等等（（くくぎぎ**又又ははねねじじ））でで緊緊結結

むね ねねじじでで緊緊結結

平部 くくぎぎ等等でで緊緊結結（詳細は下表参照）

耐久性 屋根ふき材・緊結金物にさび止め・防腐措置をすること

＜平部の瓦の緊結方法＞

改正告示概要

防災瓦（J形・組み合わせぶき**）

**フックその他これに類する部分によって構造耐力上有効に組み合わせる方法

J形 S形 F形

桟瓦の種類

※２ 緊結強度は銅線、鉄線＜くぎ＜ねじ ※３ 平成12年建設省告示第1454号に規定※１ （社）全日本瓦工事業連盟、全国陶器瓦工業組合連合会、全国厚形スレート組合連合会

基準風速V0
※３

瓦の種類
30m/s 32～36m/s 38～46m/s

F形 くくぎぎ等等2本本でで緊緊結結
使使用用不不可可

J形、S形
くくぎぎ等等1本本でで緊緊結結防災瓦

（J形、S形、F形）

瓦屋根は、以下の緊結方法又はこれと同等以上に耐力を有する方法でふくこと。ただし、平成12年建設省告示
第1458号に従った構造計算によって構造耐力上安全であることが確かめられた場合はこの限りではない。

改正の概要

（緊結箇所）
軒、けらば（端部から2枚までの瓦）
むね（1枚おきの瓦）

⇒ 軒、けらば、むね、平部の全ての瓦

（緊結方法） 銅線、鉄線、くぎ等で緊結 ⇒
瓦の種類、部位、基準風速に応じ
た緊結方法を規定

＜主な改正事項＞

*容易に抜け出ないように加工したものに限る。

平部

資料 

令和 3年度第 5回国土技術政策総合研究所研究評価委員会 

分科会（第一部会） 議事次第・会議資料 
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